
Ⅴ-2-5-4-1-5　管の耐震性についての計算書
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全６モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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高圧炉心注水系概略系統図（その１）

　原子炉建屋 　原子炉格納容器 　原子炉格納容器 　原子炉建屋

高圧炉心注水系概略

系統図（その２）へ

　連絡トレンチ

　
原
子

炉
建
屋

　サプレッションチェンバ

高圧炉心注水系

ポンプ（Ｂ）

高圧炉心注水系

ポンプ（Ｃ）
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B F004
NO

B

HPCF-R-2 HPCF-R-4
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クラス１管範囲クラス２以下の

管範囲

クラス２以下の
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クラス１管範囲

HPCF-R-3
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高圧炉心注水系概略系統図（その２）

高圧炉心注水系概略系統図

（その１）より

　原子炉建屋 　原子炉格納容器 　原子炉格納容器 　原子炉建屋

原
子
炉
圧

力

容

器

F003
MO

B F004
NO

B F004
NO

C F003
MO

C

HPCF-PD-1

X-35B
N16B N16C

X-35C

高圧炉心注水系概略系統図

（その１）より

F008

X-22

ほう酸水注入系より
H
P
C
F
-
P
D
-
1

HPCF-PD-1

　
＊

注記＊：ほう酸水注入系　解析モデル上

　　　　本系統に含める。

HPCF-PD-2 HPCF-R-4HPCF-R-2
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 HPCF-R-4(1/2)
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鳥瞰図 HPCF-R-4(2/2)
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備
分類

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*2,3 許容応力
状態

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：運転状態の添字Ｌは荷重，（Ｌ）は荷重が長期間作用している状態を示す。

　　＊3：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

クラス１管 Ｓ

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備
高圧炉心注水系 ＤＢ ―

クラス１管
クラス２管

計測制御
系統施設

ほう酸水
注入設備

ほう酸水注入系 ＤＢ ―

1
1
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　 鳥瞰図　HPCF-PD-1

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1     5～8,9～20 8.62 302  216.3  15.1 STS410 Ｓ 200400

  2    20～23N 8.62 302  216.3  15.1 STS410 Ｓ 186920

  3     6～320 8.62 302   48.6   7.1 SFVC2B Ｓ 200400

  4   320～32 8.62 302   48.6   7.1 SUSF316L Ｓ 191800

  5    32～51 8.62 302   48.6   5.1 SUS316LTP Ｓ 191800

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
2
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　 鳥瞰図　HPCF-R-4

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1    1N～20S 11.77 100  267.4  25.4 STS410 Ｓ 200360

  2   20S～56 11.77 100  267.4  25.4 STS410 Ｓ 201667

  3    57～62 11.77 100  216.3  20.6 STS410 Ｓ 201667

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
3
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　HPCF-PD-1

質量 対応する評価点

      5～8,9～901,1101～1301,1801～1901,2201～23N

    901～1101,1301～1801,1901～2201

     30～3501,3701～3901,4101～4301,4302～51

    3501～3701,3901～4101,4301～4302
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　HPCF-R-4

質量 対応する評価点

      1N～19S,53S～56

    30S～35S

     36S～52S

      57～62
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　HPCF-R-4

質量 対応する評価点

    1N

   21F

   54F
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　HPCF-PD-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

4～5   8～9   

51～52    
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　HPCF-R-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

62～63   63～64   

64～65   63～66   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　HPCF-PD-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    4～5     8～9

   51～52
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　HPCF-R-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   64    65

20

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
2
-
5
-
4
-
1
-
5
(
設
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　HPCF-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

       7   

 **    7 **   

                 

      12   

 **   16 **   

                

      37   

 **   37 **   

                

      41   

 **   41 **   

                 

      48   

 **   48 **   

                

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　HPCF-R-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1N             

       8   

      12     

      23       

      37       

      42     

      51       

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STS410 302 122 ― ― ―

SFVC2B 302 125 ― ― ―

SUSF316L 302  94 ― ― ―

SUS316LTP 302  94 ― ― ―

STS410 100 ― 220 405 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　  　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

HPCF-PD-1 原子炉遮蔽壁  

HPCF-R-4 原子炉建屋  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　HPCF-PD-1

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1

2
5
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　HPCF-PD-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

2
6
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＨＰＣＦ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (1次)

2
8
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鳥瞰図 ＨＰＣＦ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＨＰＣＦ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (3次)
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　     固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　HPCF-R-4

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 18 次

 19 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(設) R1
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　HPCF-R-4

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 18 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

3
2

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(設) R1                                                               



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＨＰＣＦ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (1次)
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鳥瞰図 ＨＰＣＦ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＨＰＣＦ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (3次)
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 4.2  評価結果

    4.2.1　管の応力評価結果

　　　　　 下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　クラス１管

一次応力 許容応力 ねじり
* 許容 一次＋二次 許容 疲労累積

応力 応力 応力 応力 係数

Ｓprm（Ｓｄ） 2.25Ｓｍ Ｓｔ（Ｓｄ） 0.55Ｓｍ

Ｓprm（Ｓｓ） 3Ｓｍ Ｓｔ（Ｓｓ） 0.73Ｓｍ Ｓｎ（Ｓｓ） 3Ｓｍ Ｕ+ＵＳｓ

HPCF-PD-1 ⅢＡＳ   50 TEE Ｓprm（Ｓｄ） 91 211 ― ― ― ― ―

HPCF-PD-1 ⅢＡＳ   32 ELBOW Ｓｔ（Ｓｄ） ― ― 56 51 ― ― ―

HPCF-PD-1 ⅣＡＳ   50 TEE Ｓprm（Ｓｓ） 132 282 ― ― ― ― ―

HPCF-PD-1 ⅣＡＳ   32 ELBOW Ｓｔ（Ｓｓ） ― ― 101 68 ― ― ―

HPCF-PD-1 ⅣＡＳ   50 TEE Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― ― ― 502 282 0.0511

HPCF-PD-1 ⅣＡＳ   50 TEE Ｕ+ＵＳｓ ― ― ― ― ― ― 0.0511

  注記＊： ねじり応力が許容応力状態ⅢＡＳのとき0.55Ｓｍ，又は許容応力状態ⅣＡＳのとき0.73Ｓｍを超える場合は，曲げ＋ねじり応力評価を

　　　　　 実施する。

一次＋二次応力評価
疲労評価

(MPa) (MPa)

鳥瞰図
許容
応力
状態

最大応力
区分

一次応力評価

最大
応力

評価点

配管
要素
名称

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(設) R1
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　　　下表に示すとおりねじりによる応力が許容応力状態ⅢＡＳのとき0.55Ｓｍ，又は許容応力状態ⅣＡＳのとき

　　0.73Ｓｍを超える評価点のうち曲げとねじりによる応力は許容値を満足している。

ねじり応力 許容応力 曲げとねじり応力 許容応力

Ｓｔ（Ｓｄ） 0.55Ｓｍ Ｓｔ+Ｓｂ（Ｓｄ） 1.8Ｓｍ

Ｓｔ（Ｓｓ） 0.73Ｓｍ Ｓｔ+Ｓｂ（Ｓｓ） 2.4Ｓｍ

HPCF-PD-1   32 56 51 58 169

HPCF-PD-1   32 101 68 104 225

一次応力評価

(MPa)

鳥瞰図 評価点

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(設) R1
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         　管の応力評価結果

　　       下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　クラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｄ） Ｓｙ
*

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

HPCF-R-4 ⅢＡＳ   25 Ｓprm（Ｓｄ） 143 220 ― ― ―

HPCF-R-4 ⅣＡＳ   25 Ｓprm（Ｓｓ） 227 364 ― ― ―

HPCF-R-4 ⅣＡＳ   25 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 346 440 ―

 

  注記＊： オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2Ｓｈのうち大きい方の値とする。

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(設) R1

39



    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

SNM-HPCF-P003 メカニカルスナッバ SMS-10B-100 14 150

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-HPCF-R002 レストレイント ラグ SGV410 100 0 87 80 ― ― ― 曲げ 74 115

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

モーメント (kN･m)

許容
荷重
(kN)

評価結果

支持構造物
番号

反力 (kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度
(℃)

種類 型式
温度
(℃)

材質 計算
荷重
(kN)

Ⅴ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照

4
0
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

E22-F001B 止め弁 β(Ss) 2.3 1.0 6.0 6.0 ― ―

E22-F004C 逆止め弁 β(Ss) 2.9 3.1 6.0 6.0 ― ―

  注記＊：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を30Hzとして計算した結果を示す。

構造強度評価結果
(MPa)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度
＊

(×9.8m/s
2
)

4
1
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス１管）

1 HPCF-PD-1 50 91 211 2.31 ○ 50 132 282 2.13 ○ 50 502 282 0.56 ○ 50 0.0511 ○

2 HPCF-PD-2 22N 88 274 3.11 ― 20 121 366 3.02 ― 22N 250 366 1.46 ― 20 0.0134 ―

注記＊：ⅢＡＳの一次＋二次応力の許容値はⅣＡＳと同様であることから，地震荷重が大きいⅣＡＳの一次＋二次応力裕度最小を代表とする。

許容
応力
(MPa)

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅢＡＳ 許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力 一次応力 一次＋二次応力
＊ 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

代
表

評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度

4
2
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　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス２以下の管）

1 HPCF-R-1 13 95 220 2.31 ― 13 154 364 2.36 ― 13 243 440 1.81 ― ― ― ―

2 HPCF-R-2 23 89 220 2.47 ― 23 137 364 2.65 ― 23 188 440 2.34 ― ― ― ―

3 HPCF-R-3 147 70 220 3.14 ― 147 83 364 4.38 ― 147 58 440 7.58 ― ― ― ―

4 HPCF-R-4 25 143 220 1.53 ○ 25 227 364 1.60 ○ 25 346 440 1.27 ○ ― ― ―

5 HPCF-R-024 15 26 220 8.46 ― 15 35 364 10.40 ― 93N 382 440 1.15 ― ― ― ―

6 HPCF-R-124 70 35 220 6.28 ― 70 46 364 7.91 ― 90N 212 438 2.06 ― ― ― ―

注記＊：ⅢＡＳの一次＋二次応力の許容値はⅣＡＳと同様であることから，地震荷重が大きいⅣＡＳの一次＋二次応力裕度最小を代表とする。

許容
応力
(MPa)

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅢＡＳ 許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力 一次応力 一次＋二次応力
＊ 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

代
表

評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度

4
3
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全７モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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復水貯蔵槽

連絡トレンチ廃棄物処理建屋

復水

移送ポンプ

（Ｃ）（Ｂ）（Ａ）

注記＊1：高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系，

         高圧代替注水系，低圧代替注水系及び

         格納容器下部注水系

　　＊2：高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系，

         高圧代替注水系，低圧代替注水系，

　　　　 格納容器下部注水系及び代替循環冷却系

　　＊3：高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系，

         高圧代替注水系及び代替循環冷却系

　　＊4：低圧代替注水系，格納容器下部注水系

         及び代替循環冷却系　解析モデル上

         本系統に含める。

　　＊5：低圧代替注水系及び格納容器下部注水系

　　　　 解析モデル上本系統に含める。

　　＊6：低圧代替注水系，格納容器下部注水系

         及び代替循環冷却系　解析モデル上

　　　　 本系統に含める。

H
P
C
F
-
W
-
1

＊1

＊4

H
P
C
F
-
W
-
1

HPCF-W-1

高圧炉心注水系

概略系統図（その２）へ

HPCF-R-3

＊1＊1

＊2 ＊3

＊5

＊6

HPCF-W-1

HPCF-W-1

HPCF-W-1

高圧炉心注水系概略系統図（その１）
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　原子炉建屋 　原子炉格納容器
　原子炉格納容器 　原子炉建屋

高圧炉心注水系

概略系統図

（その３）へ

　連絡トレンチ

　
原
子
炉

建
屋

　サプレッションチェンバ

高圧炉心注水系
ポンプ（Ｂ）

高圧炉心注水系

ポンプ(Ｃ）

F003
MO

B F004
NO

B

HPCF-R-2 HPCF-R-4

F004
NO

C F003
MO

C

HPCF-PD-1 HPCF-PD-2

X-35CX-35B

HPCF-R-2

HPCF-R-2

HPCF-R-1

HPCF-R-4
H
P
C
F
-
R
-
1

HPCF-R-3

H
P
C
F
-
R
-
1

HPCF-R-3

F001
MO

CF001
MO

B

H
P
C
F
-
R
-
1

クラス１管範囲クラス２以下の

管範囲

クラス２以下の

管範囲
クラス１管範囲

H
P
C
F
-
R
-
3

高圧炉心注水系

概略系統図

（その１）より

HPCF-W-1

高圧代替

注水系へ

原子炉

隔離時

冷却系へ

注記＊1：高圧炉心注水系，原子炉隔離時

         冷却系，高圧代替注水系

         及び代替循環冷却系

　　＊2：高圧炉心注水系及び代替

         循環冷却系

　　＊3：代替循環冷却系　解析モデル上

         本系統に含める。

　　＊4：高圧炉心注水系，原子炉隔離時

         冷却系及び高圧代替注水系

　　＊5：高圧炉心注水系及び原子炉

         隔離時冷却系

　　＊6：高圧代替注水系　解析モデル上

         本系統に含める。

　　＊7：原子炉隔離時冷却系

　　　　 解析モデル上本系統に含める。

残留熱除去系より

＊2
＊3

＊4

＊1

＊2

＊7

＊6＊5

＊4

高圧炉心注水系概略系統図（その２）
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高圧炉心注水系概略系統図（その３）

高圧炉心注水系概略系統図

（その２）より

　原子炉建屋 　原子炉格納容器 　原子炉格納容器 　原子炉建屋

原
子
炉
圧

力

容

器

F003
MO

B F004
NO

B F004
NO

C F003
MO

C

HPCF-PD-1

X-35B
N16B N16C

X-35C

高圧炉心注水系概略系統図

（その２）より

F008

X-22

ほう酸水注入系より
H
P
C
F
-
P
D
-
1

HPCF-PD-1

　＊1

注記＊1：ほう酸水注入系　解析モデル上

         本系統に含める。

　　＊2：高圧炉心注水系及びほう酸水
         注入系

HPCF-PD-2 HPCF-R-4HPCF-R-2

　＊2
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 HPCF-R-3(3/3)
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鳥瞰図 HPCF-R-4(1/2)
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鳥瞰図 HPCF-R-4(2/2)

  

  

1
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備

分類
*2

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*3,4 許容応力

状態
*5

ⅤＬ（Ｌ）＋Ｓｄ

ⅤＬ（ＬＬ）＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ（Ｌ）＋Ｓｄ

ⅤＬ（ＬＬ）＋Ｓｓ

ⅤＬ（Ｌ）＋Ｓｄ

ⅤＬ（ＬＬ）＋Ｓｓ

ⅤＬ（Ｌ）＋Ｓｄ

ⅤＬ（ＬＬ）＋Ｓｓ

重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
高圧代替注水系 ＳＡ 常設／緩和

重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ
計測制御
系統施設

ほう酸水
注入設備

ほう酸水注入系 ＳＡ
常設耐震／防止

― ⅤＡＳ

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備
ほう酸水注入系 ＳＡ 常設耐震／防止

重大事故等
クラス２管

―

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備
高圧炉心注水系 ＳＡ

常設／防止
（ＤＢ拡張）

重大事故等
クラス２管

ⅤＡＳ

原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
ほう酸水注入系 ＳＡ 常設／緩和

ＳＡ
常設／防止
（ＤＢ拡張）

重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ

ⅤＡＳ

ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備
高圧代替注水系 ＳＡ

常設耐震／防止 重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ

重大事故等
クラス２管

―
原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備

原子炉隔離時
冷却系
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　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備

分類
*2

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*3,4 許容応力

状態
*5

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），

         「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重，（Ｌ）は荷重が長期間作用している状態，（ＬＬ）は（Ｌ）より更に長期間荷重が作用している状態を示す。

　　＊4：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

　　＊5：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備
低圧代替注水系 ＳＡ

常設耐震／防止
常設／緩和

ⅤＡＳ

原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
代替循環冷却系 ＳＡ 常設／緩和

重大事故等
クラス２管

―

原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
格納容器

下部注水系
ＳＡ 常設／緩和

重大事故等
クラス２管

常設耐震／防止
常設／緩和

重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ

― ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ

原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
低圧代替注水系 ＳＡ 常設／緩和

重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ

ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ

原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
代替格納容器

スプレイ冷却系
ＳＡ

1
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　 鳥瞰図　HPCF-PD-1

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1     5～8,9～20 8.62 302  216.3  15.1 STS410 ― 200400

  2    20～23N 8.62 302  216.3  15.1 STS410 ― 186920

  3     6～320 8.62 302   48.6   7.1 SFVC2B ― 200400

  4   320～32 8.62 302   48.6   7.1 SUSF316L ― 191800

  5    32～51 8.62 302   48.6   5.1 SUS316LTP ― 191800

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
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　 鳥瞰図　HPCF-R-3

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1    1A～4 1.37  85  508.0   9.5 SUS304TP ― 193667

  2     5～51A,3～101 1.37  85  406.4   9.5 SUS304TP ― 193667

  3   101～130S 1.37  66  406.4   9.5 SUS304TP ― 193667

  4  130S～140 1.37  66  406.4   9.5 SUS304TP ― 191720

  5   144～146,147～149 1.37 100  406.4   9.5 STPT410 ― 200360

  149～162N,150～184

  185～187

  7   126～172S,1112～2061 1.37  66  216.3   8.2 SUS304TP ― 193667

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

STPT410 ― 200360  6 1.37 120  406.4   9.5

1
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　 鳥瞰図　HPCF-R-3

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  8  172S～174A 1.37  66  216.3   8.2 SUS304TP ― 191720

  9   190～191 0.31 120  406.4   9.5 STPT410 ― 200360

 10  2061～207 1.37  66  216.3   8.2 STPT410 ― 201667

 11   208～211A 1.37  77  216.3   8.2 STPT410 ― 201667

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
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　 鳥瞰図　HPCF-R-4

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1    1N～20S 11.77 120  267.4  25.4 STS410 ― 200360

  2   20S～56 11.77 120  267.4  25.4 STS410 ― 201667

  3    57～62 11.77 120  216.3  20.6 STS410 ― 201667

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

2
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　HPCF-PD-1

質量 対応する評価点

      5～8,9～901,1101～1301,1801～1901,2201～23N

    901～1101,1301～1801,1901～2201

     30～3501,3701～3901,4101～4301,4302～51

    3501～3701,3901～4101,4301～4302
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　HPCF-R-3

質量 対応する評価点

    131S～140,144～146,147～162N,150～184,185～187

  190～191

    173S～174A
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　HPCF-R-4

質量 対応する評価点

      1N～19S,53S～56

    30S～35S

     36S～52S

      57～62
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　HPCF-R-3

質量 対応する評価点

  158F

   162N
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　HPCF-R-4

質量 対応する評価点

    1N

   21F

   54F
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　HPCF-PD-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

4～5   8～9   

51～52    

26

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
2
-
5
-
4
-
1
-
5
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  弁部の寸法

     　鳥瞰図　HPCF-R-3

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

140～141   141～142   

142～143   141～144   

146～147  184～185  

187～188   188～189   

189～1891   188～190   

207～208   
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　HPCF-R-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

62～63   63～64   

64～65   63～66   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　HPCF-PD-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    4～5     8～9

   51～52
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　HPCF-R-3

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  142   143

  146～147   184～185

  189  1891

  207～208

30

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
2
-
5
-
4
-
1
-
5
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  弁部の質量

     　鳥瞰図　HPCF-R-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   64    65
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　HPCF-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

       7   

 **    7 **   

                 

      12   

 **   16 **   

                

      37   

 **   37 **   

                

      41   

 **   41 **   

                 

      48   

 **   48 **   

                

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　HPCF-R-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1A             

      11     

      15     

      19     

      23     

      27     

      31     

      35   

    3900   

      43   

      47     

     51A             

    1011   

 ** 1011 **   

                

     107   

     112     

     116     

     120     

 ** 1211 **   

               

 ** 1221 **   

                

     124     

     132   

 ** 1331 **   

                

 ** 1332 **   

               

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　HPCF-R-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

    1333   

     136   

     145       

     154     

    162N             

    174A             

    1830   

 ** 1830 **   

                

    211A             

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　HPCF-R-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1N             

       8   

      12     

      23       

      37       

      42     

      51       

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STS410 302 122 ― ― ―

SFVC2B 302 125 ― ― ―

SUSF316L 302  94 ― ― ―

SUS316LTP 302  94 ― ― ―

SUS304TP  85 ― 178 456 ―

SUS304TP  66 ― 188 479 ―

STPT410 100 ― 220 405 ―

STPT410 120 ― 217 404 ―

STPT410  66 ― 231 407 ―

STPT410  77 ― 226 406 ―

STS410 120 ― 217 404 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　  　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

HPCF-PD-1 原子炉遮蔽壁  

HPCF-R-3 原子炉建屋  

HPCF-R-4 原子炉建屋  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　HPCF-PD-1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

3
8

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



 

各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　HPCF-PD-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

3
9

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＨＰＣＦ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (1次)

4
1

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



鳥瞰図 ＨＰＣＦ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (2次)

4
2

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



鳥瞰図 ＨＰＣＦ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (3次)

4
3

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



　     固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　HPCF-R-3

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 23 次

 24 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　HPCF-R-3

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 23 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

4
5

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＨＰＣＦ－Ｒ－３

代表的振動モード図 (1次)

4
7

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



鳥瞰図 ＨＰＣＦ－Ｒ－３

代表的振動モード図 (2次)

4
8

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



鳥瞰図 ＨＰＣＦ－Ｒ－３

代表的振動モード図 (3次)

4
9

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



　     固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　HPCF-R-4

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 18 次

 19 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　HPCF-R-4

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 18 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

5
1

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＨＰＣＦ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (1次)

5
3

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



鳥瞰図 ＨＰＣＦ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (2次)

5
4

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



鳥瞰図 ＨＰＣＦ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (3次)

5
5

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



 4.2  評価結果

　  4.2.1　管の応力評価結果

　　　　　 下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス１管

一次応力 許容応力 ねじり
* 許容 一次＋二次 許容 疲労累積

応力 応力 応力 応力 係数

Ｓprm（Ｓｓ） 3Ｓｍ Ｓｔ（Ｓｓ） 0.73Ｓｍ Ｓｎ（Ｓｓ） 3Ｓｍ Ｕ+ＵＳｓ

HPCF-PD-1 ⅤＡＳ   50 TEE Ｓprm（Ｓｓ） 132 282 ― ― ― ― ―

HPCF-PD-1 ⅤＡＳ   32 ELBOW Ｓｔ（Ｓｓ） ― ― 101 68 ― ― ―

HPCF-PD-1 ⅤＡＳ   50 TEE Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― ― ― 502 282 0.0511

HPCF-PD-1 ⅤＡＳ   50 TEE Ｕ+ＵＳｓ ― ― ― ― ― ― 0.0511

  注記＊： ねじり応力が許容応力状態ⅤＡＳのとき0.73Ｓｍを超える場合は，曲げ＋ねじり応力評価を実施する。

一次＋二次応力評価
疲労評価

(MPa) (MPa)

鳥瞰図
許容
応力
状態

最大応力
区分

一次応力評価

最大
応力

評価点

配管
要素
名称

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1
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　　　下表に示すごとくねじりによる応力が許容応力状態ⅤＡＳのとき0.73Ｓｍを超える評価点のうち

　　曲げとねじりによる応力は許容値を満足している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ねじり応力 許容応力 曲げとねじり応力 許容応力

Ｓｔ（Ｓｓ） 0.73Ｓｍ Ｓｔ+Ｓｂ（Ｓｓ） 2.4Ｓｍ

HPCF-PD-1   32 101      68       104         225      

一次応力評価

(MPa)
鳥瞰図 評価点

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1
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　       　管の応力評価結果

　　 　　　下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

HPCF-R-4 ⅤＡＳ   25 Ｓprm（Ｓｓ） 227 363 ― ― ―

HPCF-R-3 ⅤＡＳ 1011 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 377 376 0.0003

 

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

SNM-HPCF-R027T メカニカルスナッバ SMS-25B-100 84 375

RO-HPCF-T002 ロッドレストレイント RTS-16 28 288

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-HPCF-R508 アンカ ラグ SUS304 100 230 169 164 54 179 159 せん断 52 117

RE-HPCF-W003T レストレイント 架構 STKR400 66 0 0 239 ― ― ― せん断 29 124

計算
荷重
(kN)

許容
荷重
(kN)

種類 型式 材質
温度

（℃）

評価結果

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度

（℃）

Ⅴ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照

支持点荷重 評価結果

反力(kN) モーメント(kN･m)
応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

5
9

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)

6
0

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス１管）

1 HPCF-PD-1 50 132 282 2.13 ○ 50 502 282 0.56 ○ 50 0.0511 ○

2 HPCF-PD-2 20 121 366 3.02 ― 22N 250 366 1.46 ― 20 0.0134 ―

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

代
表

評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

裕度
代
表

評
価
点

6
1

K7 ① Ⅴ-2-5-4-1-5(重) R1                                                               



　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管）

1 HPCF-R-1 13 154 363 2.35 ― 13 243 434 1.78 ― ― ― ―

2 HPCF-R-2 23 137 363 2.64 ― 23 188 434 2.30 ― ― ― ―

3 HPCF-R-3 126 128 431 3.36 ― 1011 377 376 0.99 ○ 1011 0.0003 ○

4 HPCF-R-4 25 227 363 1.59 ○ 25 346 434 1.25 ― ― ― ―

5 HPCF-R-024 15 36 363 10.08 ― 93N 382 434 1.13 ― ― ― ―

6 HPCF-R-124 70 47 363 7.72 ― 90N 212 422 1.99 ― ― ― ―

7 HPCF-W-1 40 134 410 3.05 ― 5 334 356 1.06 ― ― ― ―

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

代
表

評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

6
2
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉隔離時冷却系ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能

を有していることを説明するものである。 

原子炉隔離時冷却系ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設

及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉隔離時冷却系ポンプは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横軸ポンプであ

るため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成

の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 



 

 

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-1 R1 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベースに

固定され，ポンプベース

は基礎ボルトで基礎に据

え付ける。 

ターボ形 

（ターボ形横軸ポンプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（単位：mm） 

15
50
 

2555 

（
軸
端
）

 

ポンプベース 

ポンプ ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉隔離時冷却系ポンプの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 

横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却系ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却系ポンプの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

3－3のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉隔離時冷却系ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉隔離時冷却系ポンプの耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心

冷却設備そ

の他原子炉

注水設備 

原子炉隔離時冷却系 

ポンプ 
Ｓ クラス２ポンプ＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心

冷却設備そ

の他原子炉

注水設備 

原子炉隔離時冷却系 

ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1 

＊
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 表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

 

＊
 

 

        

＊
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 66   ― 

ポンプ取付ボルト 
 

 
最高使用温度 77   ― 

 

表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 100   ― 

ポンプ取付ボルト 
 

 
最高使用温度 120   ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

原子炉隔離時冷却系ポンプの地震後の動的機能維持評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 

添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づ

き行う。 

原子炉隔離時冷却系ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特

性であるため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能

確認済加速度を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度      （×9.8m/s2）   

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形多段遠心式 

ポンプ 

水平 1.4 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を

有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉隔離時冷却系ポンプの耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉隔離時冷却系 

ポンプ 
Ｓ 

原子炉建屋 
T.M.S.L.  -7.25 

（T.M.S.L.  -8.2＊1） 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.58 ＣＶ＝0.62 ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.24  77 66 

 
 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 
   

 
 6 

3 

  2 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

  
   

  4 
2 

  2 

 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 

 

 

 
  軸 軸 ―  

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 

 

 

 

 
  軸 軸 ―  

 
Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm)  

  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

＊  

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対

する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評

価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
   

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                             (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張り σb１＝48 ƒｔｓ１＝455＊ σb１＝96 ƒｔｓ１＝455＊ 

せん断 τb１＝18 ƒｓｂ１＝350 τb１＝30 ƒｓｂ１＝350 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 
引張り σb２＝ 6 ƒｔｓ２＝444＊ σb２＝14 ƒｔｓ２＝444＊ 

せん断 τb２＝ 7 ƒｓｂ２＝342 τb２＝11 ƒｓｂ２＝342 

すべて許容応力以下である。                       注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 動的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 0.76 1.4 

鉛直方向 0.84 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉隔離時冷却系ポンプの耐震性についての計算結果】  

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動によ

る震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉隔離時冷却系 

ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建屋 
T.M.S.L.  -7.25 

（T.M.S.L.  -8.2＊1） 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝1.21 ＣＶ＝1.24  120 100 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
  

   

 
 6 

3 

  2 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
  

   

 
 4 

2 

  2 

 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 

 

 

 
― ― 軸 ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 

 

 

 
―  ― 軸 ― 

 
Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対す

る評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時

の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― ―  

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                            (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張り ― ― σb１＝96 ƒｔｓ１＝444＊ 

せん断 ― ― τb１＝30 ƒｓｂ１＝342 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 
引張り ― ― σb２＝14 ƒｔｓ２＝444＊ 

せん断 ― ― τb２＝11 ƒｓｂ２＝342 

すべて許容応力以下である。                       注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

2.4.2 動的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 0.76 1.4 

鉛直方向 0.84 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉隔離時冷却系ポンプ駆動用蒸気タービン（以下「原子炉隔離時冷却系ター

ビン」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明

するものである。 

原子炉隔離時冷却系タービンは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施

設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉隔離時冷却系タービンは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポン

プの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系タービンの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

タービンはタービンベー

スに固定され，タービン

ベースは基礎ボルトで基

礎に据え付ける。 

背圧式蒸気タービン  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タービン取付ボルト 

基礎ボルト 

タービン 

 

 

（単位:mm） 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉隔離時冷却系タービンの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資 

料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき

行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却系タービンの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示

す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却系タービンの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 3－3のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉隔離時冷却系タービンの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表3－5に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉隔離時冷却系ポンプ駆動用蒸気タービン

の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心 

冷却設備そ 

の他原子炉 

注水設備 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 

駆動用蒸気タービン 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。また，クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心 

冷却設備そ 

の他原子炉 

注水設備 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 

駆動用蒸気タービン 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。また，重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊
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表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

 ＊
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 66  ― 

タービン取付ボルト 
 

 
最高使用温度 302  ― 

 

表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 100  ― 

タービン取付ボルト 
 

 
最高使用温度 302  ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

原子炉隔離時冷却系タービンの地震後の動的機能維持評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 

添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づ

き行う。 

原子炉隔離時冷却系タービンは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動

特性であるため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機

能確認済加速度を表 4－1に示す。 

 

          表 4－1 機能確認済加速度      （×9.8m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

タービン 
原子炉隔離時冷却ポンプ

駆動用蒸気タービン 

水平 2.4 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系タービンの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系タービンの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉隔離時冷却系ポンプ駆動用蒸気タービンの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 

駆動用蒸気タービン 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. -7.212 

 (T.M.S.L. -8.2＊1) 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.58 ＣＶ＝0.50 ＣＨ＝0.92 ＣＶ＝1.00  302 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｎｆｉ＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 

   

 
 6 

3 3 

  2 2 

タービン取付ボルト 

（ｉ＝2 ） 
  

   

 
 6 

1 1 

  2 2 

 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa)  
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 Ｍｐ(N･mm) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 

 

 

 

 
  軸直角 軸  ― 

タービン取付ボルト 

（ｉ＝2 ） 

 

 

 

 
  軸直角 軸直角   

 

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段

は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 

 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力           （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 

 
 

 

   

タービン取付ボルト 

（ｉ＝2 ） 

 
 

 

   

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力              （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 
 

引張り σｂ1 ＝16 ƒｔｓ1 ＝455 ＊ σｂ1 ＝27 ƒｔｓ1 ＝455 ＊ 

せん断 τｂ1 ＝9 ƒｓｂ1 ＝350 τｂ1 ＝13 ƒｓｂ1 ＝350 

タービン取付ボルト 

（ｉ＝2 ） 
 

引張り σｂ2 ＝27 ƒｔｓ2 ＝443 ＊ σｂ2 ＝46 ƒｔｓ2 ＝444 ＊ 

せん断 τｂ2 ＝7 ƒｓｂ2 ＝341 τｂ2 ＝10 ƒｓｂ2 ＝342 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

1.4.2 動的機能の評価結果                   （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ駆動用  

タービン 

水平方向 0.76 2.4 

鉛直方向 0.84 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉隔離時冷却系ポンプ駆動用蒸気タービンの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃)  

周囲環境温度 

(℃)  水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 

駆動用蒸気タービン 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L. -7.212 

 (T.M.S.L. -8.2＊1) 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝0.92 ＣＶ＝1.00  302 100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 

 

2.2 機器要目  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｎｆｉ＊1 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 
  

   

 
 6 

― 3 

  ― 2 

タービン取付ボルト 

（ｉ＝2 ） 
  

   

 
 6 

― 1 

  ― 2 

 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa)  

Ｓｕｉ 

(MPa)  
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa)  

転倒方向 Ｍｐ (N･mm) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 

 

 

 

 
―  ― 軸 ― ― 

タービン取付ボルト 

（ｉ＝2 ） 

 

 

 

 
―  ― 軸直角 ―  

 

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段

は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 

 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力           （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 

 
― 

 
―  

タービン取付ボルト 

（ｉ＝2 ） 

 
― 

 

 ―  

 

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力              （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 
 

引張り ― ― σｂ1 ＝27 ƒｔｓ1 ＝444 ＊ 

せん断 ― ― τｂ1 ＝13 ƒｓｂ1 ＝342 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2 ） 
 

引張り ― ― σｂ2 ＝46 ƒｔｓ2 ＝444 ＊ 

せん断 ― ― τｂ2 ＝10 ƒｓｂ2 ＝342 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

 

2.4.2 動的機能の評価結果                   （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ駆動用  

タービン 

水平方向 0.76 2.4 

鉛直方向 0.84 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，技術基準規則の解釈第 17 条 4 において記載される「非常用炉心冷却設備

又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・

12 原院第 5 号（平成 20 年 2 月 27 日原子力安全・保安院制定））及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，原子炉隔離時冷却系ス

トレーナが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものであ

る。その耐震評価は原子炉隔離時冷却系ストレーナの応力評価により行う。 

原子炉隔離時冷却系ストレーナは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重

大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以

下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ストレーナはサプレッ

ションプール内に水没

された状態で設置され

ており，原子炉格納容器

貫通部に取り付けられ

たティーにフランジ及

び取付ボルトにより据

え付けられる。 

外径  mm，長さ  

mm の円筒形の鋼製構造

物である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ストレーナ 

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ 

フランジ ストレーナ取付部ボルト 

原子炉格納容器貫通部 

(X-214)   

  

ティー 

（単位：mm） 

原子炉格納容器底部 

T.M.S.L.  mm 



 

3 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-5

-4
-2
-3
 R
1 

 

2.2 評価方針 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの応力評価は，「非常用炉心冷却設備又は格納容器

熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12 原院第 5

号（平成 20 年 2 月 27 日原子力安全・保安院制定））及びⅤ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計

画」にて示す原子炉隔離時冷却系ストレーナの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設

定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した

固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地

震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果

を「5. 評価結果」に示す。 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震評価フロー 

 

  

解析モデル設定（応答解析用モデル） 

設計用地震力 

固有値解析 

地震時における応力 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの構造強度評価 

機械的荷重 

応力計算モデル設定 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補

-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 

   ・非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等につい

て（内規）（平成 20・02・12 原院第 5 号（平成 20 年 2 月 27 日原子力安全・保安

院制定）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-5

-4
-2
-3
 R
1 

 

2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積 mm2 

ａ ボルト穴中心円半径 mm 

ｂ フランジ内半径 mm 

Ｄｉ 各部位の直径（ｉ＝0，1） mm 

ｄ 孔径，ボルトの直径 mm 

Ｆ 軸力 N 

ｆｔ ボルトの発生応力 MPa 

Ｌ 長さ mm 

 ディスク間ギャップ，ボルトのＺ軸からの距離 mm 

Ｍ モーメント N･mm 

ｎ ボルトの本数 ― 

Ｐ 孔の間隔（中心間） mm 

Ｓｄ ＊  弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

ｔ 板厚 mm 

Ｗ ストレーナ重心に作用する荷重 ― 

Ｘ 軸直角方向（水平） ― 

Ｙ 軸方向 ― 

Ｚ 軸直角方向（鉛直） ― 

β 形状係数 ― 

σｒ 曲げ応力  MPa 

τ せん断応力 MPa 

注：ここで定義されない記号については，各計算の項目において説明する。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位  四捨五入 小数点以下第 3 位  

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

圧力 MPa 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位＊ 1 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第 3 位表示とする。 

    ＊2：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

    ＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

    ＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力，

設計降伏点及び設計引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位

を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価

方法」に示す条件に基づき，主要部品である多孔プレート，フランジ及びストレーナ取

付部ボルトについて実施する。 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの取付け状況，形状及び主要寸法を図 3－ 1 及び   

図 3－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 原子炉隔離時冷却系ストレーナの取付け状況  

Ｘ（軸直角方向（水平）） 

Ｙ（軸方向） 

Ａ～Ａ断面図 

Ｘ（軸直角方向（水平）） 

Ｚ（軸直角方向（鉛直）） 

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ 

Ａ Ａ 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

原子炉格納容器シェル部 

T.M.S.L.  mm 
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 Ｄ0＝  Ｌ＝  ＬＷ＝  ｔ＝  ｄ＝  

 Ｐ ＝   

①  多孔プレート ② フランジ（厚さ  mm） 

注記＊：Ｗ（死荷重）の作用点を示す。 

 

図 3－2 原子炉隔離時冷却系ストレーナの形状及び主要寸法（単位：mm） 

① 

φ
Ｄ

0
 

Ｗ＊ 

ｔ 

ＬＷ 

Ａ～Ａ矢視図 

② 

Ｌ 

Ａ 

Ａ 

多孔プレート詳細図 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1)  原子炉隔離時冷却系ストレーナは，原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーに据

付部材を介さずに，ストレーナ取付部ボルトにて直接接続されるものとする。 

(2)  地震力は，原子炉隔離時冷却系ストレーナに対して軸方向及び軸直角方向（水平，

鉛直）に作用するものとし，軸直角方向に作用する荷重については水平方向と鉛直

方向地震力の二乗和平方根により算出する。 

(3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－2 に示す。また，荷重の組合せの整理表を表 4－3 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの許容応力は「非常用炉心冷却設備又は格納容

器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12 原

院第 5 号（平成 20 年 2 月 27 日原子力安全・保安院制定））及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に基づき表 4－4 及び表 4－5 に示す。なお，評価対象は，構造又

は形状の不連続性を有する部分であることから，発生する一次一般膜応力は十分

小さいため，一次一般膜応力の評価結果の記載については省略する。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－ 6 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを   

表 4－7 に示す。 

なお，各評価部位の使用材料については以下のとおり。 

多孔プレート   

フランジ    

ストレーナ取付部ボルト 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷却 

設備その他 

原子炉注水設備 

原子炉隔離時冷却系

ストレーナ 
Ｓ クラス２ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ＊  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

 

表4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷却 

設備その他 

原子炉注水設備 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ  

ⅤＡＳ（ⅤＡＳと

してⅣＡＳの許容

限界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。  

   ＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 荷重の組合せ整理表 

組合せ No. 運転状態 死荷重 
異物 

荷重 
差圧 

ＳＲＶ荷重 ＬＯＣＡ荷重 地震荷重 

許容応力 

状態 運転時 
中小 

破断時 

プール 

スウェル 

蒸気 

凝縮 

（ＣＯ） 

チャギング 

（ＣＨ） 

Ｓｄ ＊  

荷重 

Ｓｓ 

荷重 

ＤＢＡ＊1 

DBA-1 運転状態Ⅰ ○        ○  ⅢＡＳ 

DBA-2 運転状態Ⅰ ○         ○ ⅣＡＳ 

DBA-3 運転状態Ⅱ ○   ○     ○  ⅢＡＳ 

DBA-4 運転状態Ⅱ ○   ○      ○ ⅣＡＳ 

DBA-5 運転状態Ⅳ(Ｌ) ○  ○      ○  ⅢＡＳ 

ＳＡ＊ 2 
SA-1 運転状態Ⅴ(Ｌ)＊3 ○  ○ 

     
○ 

 
ⅤＡＳ＊4 

SA-2 運転状態Ⅴ(ＬＬ) ○  ○ 
      

○ ⅤＡＳ＊4 

注記＊1：設計基準対象施設 

＊2：重大事故等対処設備 

＊3：運転状態Ⅴ(Ｌ)は，温度条件を重大事故等時における最高使用温度 120℃とした運転状態Ⅴ(ＬＬ)の評価で代表される。 

＊4：許容応力状態ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容応力を用いる。 
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表4－4 許容応力（クラス２管及び重大事故等クラス２管） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 一次応力（曲げ応力を含む） 一次＋二次応力＊2 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステンレ

ス鋼及び高ニッケル合金について

は上記値と 1.2・Ｓとの大きい方 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト系ステンレ

ス鋼及び高ニッケル合金について

は上記値と 1.2・Ｓとの大きい方 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地

震動Ｓｓのみによる疲労解析を

行い，疲労累積係数が 1.0 以下で

あること。 

ただし，地震動のみによる一次＋

二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以下

であれば，疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労

解析を行い，疲労累積係数が 1.0

以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋

二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以下

であれば，疲労解析は不要。 

注記＊1：当該の応力が生じない場合, 規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  ＊2：二次応力が発生する場合のみ考慮する。 
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表 4－5 許容応力（クラス２耐圧部テンションボルト及び重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト） 

許容応力状態 許容限界 

ⅢＡＳ 1.5・Ｓ 

ⅣＡＳ 

2・Ｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許

容限界を用いる。） 
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表4－6 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

多孔プレート  最高使用温度 104    ― 

フランジ  最高使用温度 104    ― 

ストレーナ取付部ボルト  最高使用温度 104    ― 

 

 

表4－7 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

多孔プレート  最高使用温度 120    ― 

フランジ  最高使用温度 120   ― 

ストレーナ取付部ボルト  最高使用温度 120    ― 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 死荷重 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの自重による荷重を考慮する。なお，原子炉隔離時冷却

系ストレーナに付着する異物は想定しない。 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの自重 Ｗ1＝  N 

内包水を含めた原子炉隔離時冷却系ストレーナの自重 Ｗ2＝  N 

 

(2) 差圧 

差圧による荷重＊は，原子炉隔離時冷却系ストレーナを通しての最大設計差圧より設定

し，以下のとおりとする。 

差圧荷重 Ｐdif＝  MPa 

注記＊：差圧荷重は運転状態Ⅳ及びＶの荷重の組合せ時に考慮する。 

 

(3) 水力学的動荷重（逃がし安全弁作動時荷重） 

逃がし安全弁作動時には，サプレッションチェンバ内の水中構造物に水力学的動荷重が

作用する。この荷重については，原子力安全委員会が策定した評価指針「ＢＷＲ，ＭＡＲ

Ｋ-Ⅱ型格納容器圧力抑制系に加わる動荷重の評価指針」（以下「ＭＡＲＫ-Ⅱ動荷重指

針」という。）に準じて荷重の評価を実施する。 

ＭＡＲＫ-Ⅱ動荷重指針に基づき，原子炉隔離時冷却系ストレーナに加わる水力学的動

荷重を算出した結果を表 4－8に示す。表 4－8に示した荷重は，考慮すべき水力学的動荷

重が最大となる位置を選定して算出した値であり，地震荷重と組み合わせる逃がし安全弁

作動時荷重のみ記載する。 

また，原子炉隔離時冷却系ストレーナは，逃がし安全弁作動時荷重のうち，水ジェット

及び蒸気凝縮過程による荷重については十分小さいため評価対象としない。 

 

表4－8 水力学的動荷重（逃がし安全弁作動時荷重） 

（単位：N） 

荷重名称 軸方向荷重 軸直角方向荷重 

ＳＲＶ荷重（運転時）＊    

注記＊：方向は図 3－1参照。ただし，軸直角方向（水平方向Ｘ及び鉛直方向Ｚ）については，

二乗和平方根としている。定常ドラッグ荷重と圧力荷重との二乗和平方根とする。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの応答解析に用いる，ストレーナから原子炉格納容器貫通部

までをモデル化したはりモデル（以下「応答解析用モデル」という。）について説明する。 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの応答解析用モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下

に示す。また，機器の諸元を本計算書の【原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震性についての

計算結果】の機器要目に示す。 

(1)  応答解析用モデルではストレーナから原子炉格納容器貫通部までをはり要素を用いた

有限要素モデルとしてモデル化して解析を行い，固有値及び荷重を算出する。なお，ス

トレーナについては，構造上十分に剛であるため，剛体としてモデル化する。 

(2)  ストレーナ部ティーと原子炉格納容器貫通部は溶接構造で取り付けられており，付根

部は完全拘束とする。 

(3)  各部の質量は，各部の重心位置（図 4－1の△の節点）に集中質量を与える。 

(4)  本設備はサプレッションプールに水没している機器であるため，内包水及び排除水の

影響を加味し，ストレーナ質量に含める。 

(5)  解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，

評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プロ

グラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

図 4－1 応答解析用モデル 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－9に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛であることを確認

した。 

 

表 4－9 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 0.006 ― ― ― 

3次 鉛直 0.005 ― ― ― 

 

  



 

18 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-5

-4
-2
-3
 R
1 

 

4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－10及び表 4－11に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。なお，図 3－1 に示すように，ストレーナ

の軸方向には水平方向の震度，軸直角方向には水平方向及び鉛直方向の震度が作用するため，

軸方向及び軸直角方向に作用する地震力を表 4－12に示す。 

 

表 4－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

表 4－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

表 4－12 ストレーナに作用する地震力 

取付け位置 T.M.S.L.  m 

地震荷重 軸方向震度 軸直角方向震度 

Ｓｄ ＊ 0.59 0.87 

Ｓｓ 1.30 1.82 

注：方向は図 3－1参照。 
ただし，軸直角方向震度については，水平方向と鉛直方向の設計震度の
二乗和平方根としている。 

 

 

 

 

 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  

 (T.M.S.L.-1.700＊) 

0.006 0.005 ＣＨ＝0.59 ＣＶ＝0.63 ＣＨ＝1.30 ＣＶ＝1.27 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  

 (T.M.S.L.-1.700＊) 

0.006 0.005 ― ― ＣＨ＝1.30 ＣＶ＝1.27 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力評価点 

原子炉隔離時冷却系ストレーナは，フランジに円筒型の多孔プレートが取付く構造とな

っている。ここでは，多孔プレートとフランジの取付部，フランジ及びボルトを応力評価

点として選定し，評価を実施する。 

応力評価点を表 4－13及び図 4－2に示す。 

 

 

表 4－13 応力評価点 

名称 応力評価点番号 応力評価点 

多孔プレート P1 多孔プレートとフランジの取付部 

フランジ P2 フランジ 

ストレーナ取付部 

ボルト 
P3 ボルト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 応力評価点 

 

 

P2 

P1 

P3 
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4.6.2 応力計算方法 

応力計算方法について，以下に示す。なお，フランジ及びボルトについては作用する荷

重についても本項目で記載する。 

 

(1) 多孔プレート（応力評価点 P1） 

a. 差圧荷重による応力 

円周方向応力 

0ｄiｆ　
ｔ

Ｐ ・Ｄ
σ＝－

2・ｔ’
 

ここに， 

Ｐdif ：4.2.4(2)に示す差圧荷重 

Ｄ0 ：ストレーナ直径＝  (mm) 

ｔ’       ：多孔プレートの等価板厚（設計・建設規格 PVE-3251準用） 

   ・ｔ
Ｐ

Ｐ－ｄ
＝  

Ｐ  ：孔の間隔（中心間）＝  (mm) 

ｄ  ：孔径＝  (mm) 

ｔ  ：板厚＝  (mm)  

 

軸方向応力 

0ｄifＰ ・Ｄ
σ＝－

4・ｔ’
 

 

b. ストレーナに作用する荷重による応力 

(a) 死荷重による荷重 

軸直角方向荷重によるモーメント 

ＭＺＸ＝Ｗ1・ＬＷ 

軸直角方向荷重 

ＦＺＸ＝Ｗ1 

ここに， 

 Ｗ1 ：4.2.4(1)に示す原子炉隔離時冷却系ストレーナの自重(N) 

 ＬＷ ：モーメントアーム＝  (mm)  
 

(b) 地震荷重作用時荷重 

軸方向荷重 

ＦＹ＝±ＣＡ・Ｗ2 

軸直角方向荷重によるモーメント 

ＭＺＸ＝±ＣＲ・Ｗ2・ＬＷ 

軸直角方向荷重 

ＦＺＸ＝±ＣＲ・Ｗ2 
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ここに， 

ＣＡ ：表 4－12に示す地震荷重作用時の軸方向震度 

ＣＲ ：表 4－12に示す地震荷重作用時の軸直角方向震度 

Ｗ2   ：4.2.4(1)に示す内包水を含めた原子炉隔離時冷却系ストレーナ 

   の自重(N) 

ＬＷ ：モーメントアーム 

 

(c) 各荷重による応力 

軸方向荷重による応力 

YＦ
σ＝

Ａ
 

ここに， 

Ａ ：ストレーナ取付部円筒胴の断面積 

  
 0 0

2 2π・ Ｄ －(Ｄ－2・ｔ’)
＝

4
 

 

モーメントによる応力 

ZX
ｂ

Ｍ
σ＝

Ｚ
 

ここに， 

Ｚ ：ストレーナ取付部円筒胴の断面係数 

  
 0 0

0

4 4π・　Ｄ －(Ｄ－2・ｔ’)
＝

32・Ｄ
 

 

軸直角方向荷重による応力 

ZXＦ
τ＝

Ａ
 

ここに， 

Ａ ：ストレーナ取付部円筒胴の断面積 
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(2) フランジ（応力評価点 P2） 

以下に示す計算方法により応力評価を行う。 

ストレーナ取付部のフランジは，一般的なフランジとは異なりガスケットを使用しない。

そこで，フランジを以下のようにモデル化し，応力評価を行う。 

フランジを外周（ボルト穴中心円直径）が固定された平板と考え，表 4－14に示すモー

メントが中心部に作用すると考える。この場合の発生応力は，引用文献(1)より，図 4－3

に示す計算モデルで下記の計算式より求める。 

2

fmax
r

a･ｔ

β・Ｍ
＝σ

 

ここに， 

σｒ        ：曲げ応力（MPa） 

Ｍfmax ：表 4－14に示すモーメント(N･mm) 

ａ  ：ボルト穴中心円半径＝  (mm) 

ｂ  ：フランジ内半径＝  (mm) 

ｔ  ：フランジ板厚＝  (mm) 

β  ：ｂ／ａ（＝  ）から決まる計算上の係数＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図 4－3 フランジ断面の計算モデル 

  

ａ 

ｂ 

フランジ 

ｔ 

Ｍfmax 

ボルト穴 

フランジ面 
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ストレーナ取付部フランジの設計荷重は，ストレーナに作用する荷重から算出したフラ

ンジ部のモーメントを用いる。ここでのモーメントとは，図 4－4に示すように，ストレー

ナ重心に作用する荷重とその作用点からフランジまでのモーメントアームから計算したモ

ーメントであり，フランジに対して面外方向の曲げモーメント（2 方向ある面外方向曲げ

モーメントの二乗和平方根の合成値）とする。 

ストレーナ重心がフランジ中心軸上に位置することから，フランジ面内方向のモーメン

ト（ねじりモーメント）は発生しないため，ここでは評価対象としない。 

フランジの設計荷重を表 4－14に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 4－4 フランジに作用するモーメント 

 

 

表 4－14 フランジの設計荷重 

（単位：N･mm） 

荷重 モーメント 

1 死荷重  

2 差圧  

3 ＳＲＶ荷重  

4 ストレーナＳｄ ＊地震荷重  

5 ストレーナＳｓ地震荷重  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｍfmax 

評価対象部位 

Ｗ 
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(3) ストレーナ取付部ボルト（応力評価点 P3） 

ボルトには，表 4－14に示すモーメントに加え，ストレーナの軸方向に発生する荷重に

よりボルトの軸方向荷重が発生する。 

フランジに作用するモーメントにより，ボルトに生じる軸力は，以下のように算出する。 

図 4－5に示すフランジの中心を通る中立軸（Ｚ軸）まわりのモーメントを考える。この

とき，Ｚ軸まわりのモーメントは，各ボルトに発生する軸力とボルトのＺ軸からの距離の

積から得られるモーメントとつりあっていると考えることができる。ここで，軸方向荷重

によって中立軸が移動するが，軸方向荷重のボルトへの影響が小さいため，軸方向荷重に

よる中立軸の移動は無視する。 

したがって，Ｚ軸まわりのモーメントと各ボルトの軸力の関係は下記となる。 

Z  
ｎ

ｔｋ ｋ
ｋ＝1

Ｍ Ｆ ・  

ここに，ＭＺ ：Ｚ軸まわりのモーメント(N･mm) 

Ｆtk ：各ボルトに発生する軸力(N) 

ｋ ：任意のボルトｋにおけるＺ軸からの距離(mm) 

ｎ ：ボルトの本数＝  

 

なお，ストレーナ重心がフランジ中心軸上に位置することから，フランジ面内方向のモ

ーメント（ねじりモーメント）は発生しないため，ここでは評価対象としない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5 各ボルトに発生する軸力とモーメントアームの関係 

 

また，ボルト軸力のＺ軸まわりのモーメント寄与分は中立軸上ではゼロであり，図 4－5

に示すように，曲げモーメントを伝えるボルトの軸力は回転中心からの距離に比例して変

化するとして算定する。この場合，ボルトに発生する最大の軸力をＦｔとすると，各ボルト

に発生する軸力Ｆｔｋは下記となる。 

 

 Ｙ 

Ｘ  

 

Ｆｔ 

Ｆｔｋ 
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1

ｋ
ｔｋ ｔＦ ＝Ｆ・

Ｄ／2
 

ここに，Ｆt  ：最大の軸力が発生するボルトの軸力(N) 

Ｆｔｋ        ：各ボルトに発生する軸力(N) 

Ｄ１  ：ボルト孔中心円直径＝  (mm) 

 

以上より，ｎが偶数の場合，Ｚ軸まわりのモーメントは下記となる。 

1
Z

1 


ｎ

2ｔ ｔ
ｋ

k 1

2 ・Ｆ Ｆ・Ｄ・ｎ
Ｍ ＝ ・ ＝

Ｄ 4
 

ただし， 1
ｋ

Ｄ 2 ・π
＝ ・sin{ ・(ｋ－1)}

2 ｎ
 

よって，表 4－14に示すモーメントから，ボルトの軸力は以下のように算出できる。 

1

ｆｍaｘ
ｔ

4・Ｍ
Ｆ＝

Ｄ・ｎ
 

 

したがって，ボルトに発生する応力は下記となる。 

axl

S S

ｔ
ｔ

ＦＦ
ｆ＝ ＋

Ａ Ａ・ｎ
 

ここに，ｆｔ  ：ボルトの発生応力(MPa) 

ＡＳ  ：ボルトの有効断面積＝
b

2π・ｄ

4
(mm2) 

ｄｂ  ：ボルトのねじ部谷径＝  (mm) 

Ｆaxl   ：表 4－15に示す軸方向荷重(N) 

 

 

ストレーナ取付部ボルトの設計荷重は，4.6.2(2)に示すフランジに作用する最大モーメ

ントに加え，ストレーナの軸方向に発生する反力であるボルトの軸方向荷重を考慮した引

張力を合算して応力評価を行う。フランジとボルトは摩擦接合であるため，ボルトに対す

るせん断力は作用しないものとする。 

ボルトの設計荷重を表 4－15に示す。 
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表 4－15 ボルトの設計荷重 

（単位：N） 

荷重 軸方向荷重 

1 死荷重  

2 差圧  

3 ＳＲＶ荷重  

4 ストレーナＳｄ ＊地震荷重  

5 ストレーナＳｓ地震荷重  

 

4.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震性につい

ての計算結果】に示す。 

 

4.8 応力の評価 

「4.6 計算方法」で求めた応力が表 4－4，表 4－5，表 4－6及び表 4－7を用いて算出した

許容応力以下であること。 

 

5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

(1) 構造強度評価結果  

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

なお，各評価点における算出応力は表 4－3に示す荷重の組合せのうち，各許容応力状態 

ⅢＡＳ及びⅣＡＳで，発生値が高い方の評価を記載している。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果  

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

なお，各評価点における算出応力は表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，許容応力状態  

ⅤＡＳで，発生値が高い方の評価を記載している。 
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【原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震性についての計算結果】 

1 .  設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  

(T.M.S.L.-1.700＊) 

0.006 0.005 ＣＨ＝0.59 ＣＶ＝0.63 ＣＨ＝1.30 ＣＶ＝1.27 104 ― 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2 機器要目 

ｍ 

(kg)

Ｌ 

(mm) 

Ｄｏ 

(mm) 

Ｌｗ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｐ 

(mm) 

       

 

（単位：MPa） 

部材 材料 Ｓ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｙ（ＲＴ） 

多孔プレート     ― 

フランジ     ― 

取付ボルト     ― 

 

（解析モデルの諸元） 

項目 単位 入力値 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの材質 ―  

原子炉隔離時冷却系ストレーナの質量 kg/個  

原子炉隔離時冷却系ストレーナの 

内包水及び排除水の質量 
kg/個  

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 ―  

要素数 個  

節点数 個  

  

断面積Ａ 

(mm2) 

断面係数Ｚ 

(mm3) 
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1.3 計算数値 

1.3.1 水力学的動荷重  

逃がし安全弁作動時荷重 

（単位：N） 

荷重 軸方向荷重 軸直角方向荷重 

1 ＳＲＶ荷重   

 

1.3.2 ストレーナの設計荷重 

自重 

(N) 

内包水を 

含めた自重 

(N) 

差圧 

(MPa) 

  

 

1.3.3 フランジの設計荷重 

（単位：N･mm） 

荷重 モーメント 

1 死荷重  

2 差圧  

3 ＳＲＶ荷重  

4 ストレーナＳｄ ＊地震荷重  

5 ストレーナＳｓ地震荷重  
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1.3.4 ボルトの設計荷重 

（単位：N） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷重 軸方向荷重 

1 死荷重  

2 差圧  

3 ＳＲＶ荷重  

4 ストレーナＳｄ ＊地震荷重  

5 ストレーナＳｓ地震荷重  
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 

（単位：s） 

モード 方向 固有周期 

1 次モード 水平 0.006 

3 次モード 鉛直 0.005 

 

1.4.2 応力  

（単位：MPa） 

評価対象設備 評価部位 材料 応力分類 

ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

算出 

応力 

許容 

応力 

荷重 

組合せ 

算出 

応力 

許容 

応力 

荷重 

組合せ 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ 

P1 
多孔プレートとフランジ 

の取付部 
 

一次膜応力 

＋一次曲げ応力 
8 141 DBA-3 10 393 DBA-4 

P2 フランジ  曲げ応力 3 169 DBA-3 3 395 DBA-4 

P3 ボルト  引張応力 2 157 DBA-3 2 210 DBA-4 

   すべて許容応力以下である。  
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2 .  重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ 

常設/防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  

(T.M.S.L.-1.700＊) 

0.006 0.005 ― ― ＣＨ＝1.30 ＣＶ＝1.27 120 ― 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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2.2 機器要目 

    

ｍ 

(kg)

Ｌ 

(mm) 

Ｄｏ 

(mm) 

Ｌｗ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｐ 

(mm) 

       

 

（単位：MPa） 

部材 材料 Ｓ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｙ（ＲＴ） 

多孔プレート     ― 

フランジ     ― 

取付ボルト     ― 

 

（解析モデルの諸元） 

項目 単位 入力値 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの材質 ―  

原子炉隔離時冷却系ストレーナの質量 kg/個  

原子炉隔離時冷却系ストレーナの 

内包水及び排除水の質量 
kg/個  

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 ―  

要素数 個  

節点数 個  

 

断面積Ａ 

(mm2) 

断面係数Ｚ 

(mm3) 
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2.3 計算数値 

2.3.1  ストレーナの設計荷重 

自重 

(N) 

内包水を 

含めた自重 

(N) 

差圧 

(MPa) 

   

 

2.3.2 フランジの設計荷重 

（単位：N･mm） 

荷重 モーメント 

1 死荷重  

2 差圧  

3 ストレーナＳｄ ＊地震荷重  

4 ストレーナＳｓ地震荷重  

 

2.3.3 ボルトの設計荷重 

（単位：N） 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷重 軸方向荷重 

1 死荷重  

2 差圧  

3 ストレーナＳｄ ＊地震荷重  

4 ストレーナＳｓ地震荷重  
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期                 

（単位：s） 

モード 方向 固有周期 

1 次モード 水平 0.006 

3 次モード 鉛直 0.005 

 

2.4.2 応力 

（単位：MPa） 

評価対象設備 評価部位 材料 応力分類 

ⅤＡＳ 

算出 

応力 

許容 

応力 

荷重 

組合せ 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ 

P1 
多孔プレートとフランジ 

の取付部 
 

一次膜応力 

＋一次曲げ応力 
8 389 SA-2 

P2 フランジ  曲げ応力 2 390 SA-2 

P3 ボルト  引張応力 1 204 SA-2 

すべて許容応力以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，技術基準規則の解釈第 17条 4において記載される「非常用炉心冷却設備又は格納

容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5号（平

成 20年 2月 27日原子力安全・保安院制定））及びⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定して

いる構造強度の設計方針に基づき，原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーが設計用地震力に対

して十分な構造強度を有していることを説明するものである。その耐震評価は原子炉隔離時冷却

系ストレーナ部ティーの応力評価により行う。 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重

大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計

基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ストレーナ部ティーは，

サプレッションプール内

に水没された状態で設置

されており，原子炉格納

容器貫通部に取り付けら

れている。 

ティー形の管継手  

原子炉格納容器貫通部(X-214) 

原子炉格納容器シェル部 

 

 

（単位：mm） 

ティー 
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2.2 評価方針 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの応力評価は，「非常用炉心冷却設備又は格納容器

熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5号（平成

20年 2月 27日原子力安全・保安院制定））及びⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定

した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す原子炉隔離時

冷却系ストレーナ部ティーの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 

解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による

応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて

確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの耐震評価フロー 

 

解析モデル設定 

地震時における応力 

 

固有値解析 

 

設計用地震力 

 

ストレーナ部ティーの構造強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（（社）

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 

   ・非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）

（平成 20・02・12原院第 5号（平成 20年 2月 27日原子力安全・保安院制定）） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｓprm 発生応力 MPa 

Ｐ 最高使用圧力（設計圧力） MPa 

Ｄｏ 管の外径 mm 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｂ１ 設計・建設規格 表 PPB-3812.1-1で規定する応力係数（＝  ） ― 

Ｂ２ｂ 設計・建設規格 式 PPB-4.29により計算した分岐管の応力係数 
2

3
ｍ

ｒ

Ｒ
＝0.4

Ｔ

 
  
 

（＝  ） 

― 

Ｒｍ 主管の平均半径 mm 

Ｔｒ 主管の厚さ mm 

Ｂ２ｒ 設計・建設規格 式 PPB-4.30により計算した主管の応力係数 

3

2

ｒ

ｍ

Ｔ

Ｒ
0.5 








 （＝  ） 

― 

Ｍｂ 表 4－11に示す分岐管に作用する最大モーメント N･mm 

Ｍｒ 表 4－11に示す主管に作用する最大モーメント N･mm 

Ｚｂ 分岐管の断面係数 mm3 

Ｚｒ 主管の断面係数 mm3 

Ｓｄ ＊ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

注：ここで定義されない記号については，各計算の項目において説明する。 

 

＝ 

＝ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

  精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

   表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位＊1 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第 3位とする。 

  ＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

    ＊3：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応

力，設計降伏点及び設計引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第

1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価

方法」に示す条件に基づき，ティーについて実施する。なお，原子炉隔離時冷却系ストレーナ部

ティーのフランジの評価は，ストレーナ側フランジより板厚を大きく設計しており（ティー側フ

ランジ厚さ  mm，ストレーナ側フランジ厚さ  mm），ティー側フランジにかかる荷重はストレ

ーナ側フランジと同じであるため，Ⅴ-2-5-4-2-3「原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震性につ

いての計算書」に示すストレーナ側フランジの評価に包含されるため，ここでは記載を省略する。 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの形状及び主要寸法を図 3－1及び表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

図 3－1 原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの形状 

 

表 3－1 原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの主要寸法 

（単位：mm） 

貫通部番号 部位 外径 板厚 フランジ間距離 

X-214 
主管    

分岐管    

 

 

評価対象部位 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ストレーナ部ティーは，ストレーナ部を含む一体モデルでの応答解析から得られたモーメ

ントとストレーナから作用する荷重を用いて構造強度評価を行う。 

(2) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 4－2に示す。また，荷重の組合せの整理表を表 4－3に示す。 

 

 4.2.2 許容応力 

        原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの許容応力は「非常用炉心冷却設備又は格納容

器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）」（平成 20・02・12原院第 5

号（平成 20年 2月 27日原子力安全・保安院制定））及びⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 4－4に示す。なお，評価対象は，基本板厚計算書で膜応力を考慮した最小板厚

の評価を実施していることから，一次一般膜応力の評価結果の記載については省略する。 

 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

 原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 

 なお，各評価部位の使用材料については以下のとおり。 

ティー  
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷却 

設備その他 

原子炉注水設備 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ部ティー 
Ｓ クラス２ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ＊

 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊

 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷却 

設備その他 

原子炉注水設備 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ部ティー 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ 

  Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳ

の許容限界を用いる） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

    ＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 荷重の組合せ整理表 

組合せ No. 運転状態 死荷重 
異物 

荷重 
差圧 

ＳＲＶ荷重 ＬＯＣＡ荷重 地震荷重 

許容応力 

状態 運転時 
中小 

破断時 

プール 

スウェル 

蒸気 

凝縮 

（ＣＯ） 

チャギング 

（ＣＨ） 

Ｓｄ＊ 

荷重 

Ｓｓ 

荷重 

ＤＢＡ＊1 

DBA-1 運転状態Ⅰ ○        ○  ⅢＡＳ 

DBA-2 運転状態Ⅰ ○         ○ ⅣＡＳ 

DBA-3 運転状態Ⅱ ○   ○     ○  ⅢＡＳ 

DBA-4 運転状態Ⅱ ○   ○      ○ ⅣＡＳ 

DBA-5 運転状態Ⅳ(Ｌ) ○  ○      ○  ⅢＡＳ 

ＳＡ＊2 
SA-1 運転状態Ⅴ(Ｌ)＊3 ○  ○ 

     
○ 

 
ⅤＡＳ＊4 

SA-2 運転状態Ⅴ(ＬＬ) ○  ○ 
      

○ ⅤＡＳ＊4 

注記＊1：設計基準対象施設 

＊2：重大事故等対処設備 

＊3：運転状態Ⅴ(Ｌ)は，温度条件を重大事故等時における最高使用温度 120℃とした運転状態Ⅴ(ＬＬ)の評価で代表される。 

＊4：許容応力状態ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容応力を用いる。 
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表4－4 許容応力（クラス２，３管及び重大事故等クラス２管（クラス２，３管）） 

許容応力 

状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力＊2 

一次＋二次応力 

＋ピーク応力＊2 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金につい

ては上記値と 1.2・Ｓとの大きい方 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金につい

ては上記値と 1.2・Ｓとの大きい方 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみ

による疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0以

下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変

動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不要。 ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5倍の値 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲

労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変

動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  ＊2：二次応力が発生する場合のみ考慮する。 
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表4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

ティー  最高使用温度 104    ― 

 

表4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

ティー  最高使用温度 120   ― 
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 4.2.4 設計荷重 

ストレーナに作用する荷重（死荷重，水力学的動荷重，地震荷重等）はフランジを介し

てティーに伝達され，最終的に貫通部に伝達される。このため，ティーの設計荷重として

は，ティー自身に作用する荷重に加え，先の伝達荷重を考慮する。なお，原子炉隔離時冷

却系ストレーナに付着する異物は想定しない。 

(1) 死荷重 

  ティーの死荷重を表 4－7に示す。 

 

表 4－7 死荷重 

（単位：N） 

部位 原子炉隔離時冷却系 

ティー  

 

 

(2) 差圧 

   ティーの設計圧力は  MPaを考慮する。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの応答解析用モデルを図 4－1に，解析モデルの概

要を以下に示す。解析モデルはⅤ-2-5-4-2-3「原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震性につい

ての計算書」に示す応答解析用モデルと同じモデルである。また，機器の諸元を本計算書の

【原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 応答解析用モデルではストレーナから原子炉格納容器貫通部までをはり要素を用いた

有限要素モデルとしてモデル化して解析を行い，固有値及び荷重を算出する。なお，ス

トレーナについては構造上十分に剛であるため，剛体としてモデル化する。 

(2) ストレーナ部ティーと原子炉格納容器貫通部は溶接構造で取り付けられており，付根

部は完全拘束とする。 

(3) 各部の質量は，各部の重心位置（図 4－1の△の節点）に集中質量を与える。 

(4) 本設備はサプレッションプールに水没している機器であるため，応答解析では内包水

及び排除水の影響を加味し，ストレーナ質量に含める。 

(5) 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値及び荷重を求める。な

お，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

図 4－1 応答解析用モデル 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－8に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛であることを確認

した。 

 

表 4－8 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 0.006 ― ― ― 

3次 鉛直 0.005 ― ― ― 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－9及び表 4－10に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

表 4－10 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  

 (T.M.S.L.-1.700＊) 

0.006 0.005 ＣＨ＝0.59 ＣＶ＝0.63 ＣＨ＝1.30 ＣＶ＝1.27 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  

 (T.M.S.L.-1.700＊) 

0.006 0.005 ― ― ＣＨ＝1.30 ＣＶ＝1.27 
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4.6 計算方法  

 4.6.1 応力の計算方法 

 ティーに発生する応力は，設計・建設規格 PPC-3520に従い算出する。なお，ティー

の溶接継手は管の板厚の強度と同等以上となるように設計しているため，ここでは管につ

いての評価を行う。 

   １ ｏ ２ｂ ｂ ２ｒ ｒ
prm

ｂ ｒ

Ｂ Ｐ Ｄ Ｂ Ｍ Ｂ Ｍ
Ｓ

２ ｔ Ｚ Ｚ

   
  


 

     

4.6.2 応力解析に用いるモーメント 

応力解析に用いるモーメントは，図 4－2 に示す主管と分岐管に作用するモーメントを

用いる。主管のモーメントは 4.2.4項に示したようにストレーナからの伝達荷重を考慮し，

分岐管のモーメントは先の伝達荷重に加え，ティー自身に作用する荷重から算出したモー

メントを考慮する。 

算出したモーメントを表 4－11に示す。ここでのモーメントとは，設計・建設規格 解

説 PPC-3520 の考え方に基づいて設定した 3 方向のモーメントを二乗和平方根で合成した

ものである。 

 

 

図 4－2 ティーのモーメント算出点 

 

 

 

 

 

 

分岐管 

主管 モーメント算出点 
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表 4－11 ティーの設計荷重 

（単位：N･mm） 

荷重 
モーメント 

主管 分岐管 

1 死荷重   

2 差圧   

3 ＳＲＶ荷重   

4 Ｓｄ ＊地震荷重   

5 Ｓｓ地震荷重   

  

4.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原+子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの耐震

性についての計算結果】に示す。 

 

4.8 応力の評価 

 「4.6 計算方法」で求めた応力が表 4－4，表 4－5 及び表 4－6 を用いて算出される許容応

力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果  

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

なお，各評価点における算出応力は表 4－3に示す荷重の組合せのうち，各許容応力状態 

ⅢＡＳ及びⅣＡＳで，発生値が高い方の評価を記載している。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果  

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

なお，各評価点における算出応力は表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，許容応力状態  

ⅤＡＳで，発生値が高い方の評価を記載している。 
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【原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの耐震性についての計算結果】 

1 .  設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ部ティー 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  

(T.M.S.L.-1.700＊) 

0.006 0.005 ＣＨ＝0.59 ＣＶ＝0.63 ＣＨ＝1.30 ＣＶ＝1.27 104 ― 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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1.2 機器要目 

（単位：mm） 

貫通部番号 部位 外径Ｄｏ 板厚ｔ フランジ間距離Ｌ 

X-214 
主管    

分岐管    

                                          

Ｂ１  

(―) 

Ｂ２ｂ  

(―) 

Ｂ２ｒ  

(―) 

Ｚｂ 

(mm3) 

Ｚｒ 

(mm3) 

    

 

（単位：MPa） 

部材 材料 Ｓ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｙ（ＲＴ） 

ティー     ― 

 

（解析モデルの諸元） 

 

 

 

 

 

 

項目 単位 入力値 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの材質 ―  

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの質量 kg  

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの 

内包水及び排除水の質量 
kg 

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 ― 

要素数 個  

節点数 個  

ｔ 

Ｌ 

Ｄｏ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 水力学的動荷重  

       逃がし安全弁作動時荷重 

  （単位：N） 

荷重 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 ＳＲＶ荷重    

 

1.3.2 ティーの設計荷重 

自重 

(N) 

設計圧力Ｐ 

(MPa) 

  

 

                               （単位：N･mm） 

荷重 
モーメント  

主管 分岐管 

1 死荷重   

2 差圧   

3 ＳＲＶ荷重   

4 Ｓｄ ＊地震荷重   

5 Ｓｓ地震荷重   
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 

（単位：s） 

モード 方向 固有周期 

1 次モード 水平 0.006 

3 次モード 鉛直 0.005 

 

 

 

 

1.4.2 応力  

（単位：MPa） 

評価対象設備 材料 応力分類 

ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

算出 

応力 

許容 

応力 

荷重 

組合せ 

算出 

応力 

許容 

応力 

荷重 

組合せ 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ部ティー 
 一次応力 9 169 DBA-5 11 395 DBA-4 

      すべて許容応力以下である。 
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2 .  重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ部ティー 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  

(T.M.S.L.-1.700＊) 

0.006 0.005 ― ― ＣＨ＝1.30 ＣＶ＝1.27 120 ― 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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2.2 機器要目 

（単位：mm） 

貫通部番号 部位 外径Ｄｏ 板厚ｔ フランジ間距離Ｌ 

X-214 
主管   

分岐管    

 

Ｂ１  

(―) 

Ｂ２ｂ  

(―) 

Ｂ２ｒ  

(―) 

Ｚｂ 

(mm3) 

Ｚｒ 

(mm3) 

    

 

（単位：MPa） 

部材 材料 Ｓ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｙ（ＲＴ） 

ティー     ― 

 

    （解析モデルの諸元） 

 

 

 

 

 

 

 

項目 単位 入力値 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの材質 ―  

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの質量 kg  

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの 

内包水及び排除水の質量 
kg  

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 ―  

要素数 個  

節点数 個  

ｔ 

Ｌ 

Ｄｏ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ティーの設計荷重 

自重 

(N) 

設計圧力Ｐ 

(MPa) 

  

 

                                         （単位：N･mm） 

荷重 
モーメント  

主管 分岐管 

1 死荷重   

2 差圧   

3 Ｓｄ ＊地震荷重   

4 Ｓｓ地震荷重   

 



 

 

27 

 

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-4 R1E 

2.4 結論 

2.4.1 固有周期                 

（単位：s） 

モード 方向 固有周期 

1次モード 水平 0.006 

3次モード 鉛直 0.005 

 

 

2.4.2 応力 

（単位：MPa） 

評価対象設備 材料 応力分類 

ⅤＡＳ 

算出 

応力 

許容 

応力 

荷重 

組合せ 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ部ティー 
 一次応力 13 390 SA-2 

          すべて許容応力以下である。 
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全５モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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原子炉隔離時冷却系概略系統図

原子炉隔離時

冷却系ポンプ

駆動用蒸気
タービン

原子炉隔離時

冷却系ポンプ

復水給水系へ

原
子
炉
圧

力

容

器

主蒸気
タービンへ

サプレッション
チェンバ

原子炉格納容器 原子炉建屋

RCIC-R-3

RCIC-R-1
＊2

RCIC-R-4 RCIC-R-1

RCIC-PW-2

RCIC-R-2

RCIC-R-4

RCIC-R-2

注記＊1：解析モデル上復水給水系に含める。

　　＊2：解析モデル上主蒸気系に含める。

F037
MO

F004
MO

F036
MO

F035
MO

MS-PD-2

X-37

N3B

X-213

X-214F006
MO

MS-PD-2

RCIC-R-1

RCIC-R-2

＊1

クラス２以下の　

管範囲

クラス１管範囲

F001
MO

RCIC-R-3

R
C
I
C
-
R
-
0
0
8

RCIC-R-4

RCIC-R-3

3
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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鳥瞰図 RCIC-R-1(1/3)
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鳥瞰図 RCIC-R-1(2/3)
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鳥瞰図 RCIC-R-1(3/3)
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鳥瞰図 RCIC-R-4
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備
分類

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*2,3 許容応力
状態

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：運転状態の添字Ｌは荷重，（Ｌ）は荷重が長期間作用している状態を示す。

　　＊3：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備

原子炉隔離時
冷却系

ＤＢ ― クラス２管

1
0
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　 鳥瞰図　RCIC-R-1

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1     6～1901,1905～70 8.62 302  165.2  14.3 STPT410 Ｓ 185960

  2    75～89N 8.62 302  165.2  14.3 STPT410 Ｓ 200360

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
1
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　 鳥瞰図　RCIC-R-4

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1    1N～18,19～30S 11.77  77  165.2  18.2 STPT410 Ｓ 200360

  2   30S～61 11.77  77  165.2  18.2 STPT410 Ｓ 201667

  3    65～101A 8.62 302  165.2  14.3 STPT410 Ｓ 201667

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
2

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1                                                               



  配管の付加質量

     　鳥瞰図　RCIC-R-1

質量 対応する評価点

      6～1901,1905～37S,47S～70,75～89N

    37S～47S
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　RCIC-R-4

質量 対応する評価点

      1N～18,19～29S,45S～61,6501～7001,7002～7501

 7502～7901,7902～8501,8502～9401,9402～100

    30S～44S

      65～6501,7001～7002,7501～7502,7901～7902,8501～8502

 9401～9402

     100～101A
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　RCIC-R-1

質量 対応する評価点

    89N
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　RCIC-R-4

質量 対応する評価点

     13
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　RCIC-R-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

2～3   3～4   

4～5   3～6   

1901～1902   1902～1903   

1903～1904   1902～1905   

70～71   71～72   

72～73   73～74   

71～75   
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　RCIC-R-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

18～19   61～62   

62～63   63～64   

62～65   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　RCIC-R-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    4     5

 1903  1904

   72    74
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　RCIC-R-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   18～19    63

   64
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　RCIC-R-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  160 **   

                

      19     

      25     

      31     

      38     

 **   51 **   

                 

 **   51 **   

                

      51   

      61   

 **   73 **   

                

 **   80 **   

                

      80     

      81   

     89N             

　　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　RCIC-R-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1N             

      12     

      26     

      35     

      50     

      54     

      66     

      78   

 **   78 **   

                

      82     

      89   

 **   89 **   

                

      93     

      95     

    101A             

　　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT410 302 ― 182 404 ―

STPT410  77 ― 226 406 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

RCIC-R-1 原子炉建屋  

RCIC-R-4 原子炉建屋  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　RCIC-R-1

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 19 次

 20 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1

2
5

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1                                                               



 

各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　RCIC-R-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 19 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

2
6

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1                                                               



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＲＣＩＣ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (1次)

2
8

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1                                                               



鳥瞰図 ＲＣＩＣ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (2次)

2
9
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鳥瞰図 ＲＣＩＣ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (3次)

3
0
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　     固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　RCIC-R-4

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 14 次

 15 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1

3
1

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1                                                               

X0064338
四角形



 

各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　RCIC-R-4

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 14 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

3
2

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1                                                               



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＲＣＩＣ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (1次)

3
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鳥瞰図 ＲＣＩＣ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＲＣＩＣ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (3次)

3
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 4.2　評価結果

    4.2.1　管の応力評価結果

　　       下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　クラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｄ） Ｓｙ
*

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

 RCIC-R-1 ⅢＡＳ   19 Ｓprm（Ｓｄ） 106 182 ― ― ―

 RCIC-R-4 ⅣＡＳ   15 Ｓprm（Ｓｓ） 156 365 ― ― ―

 RCIC-R-1 ⅣＡＳ   11 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 219 364 ―

 

  注記＊： オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2Ｓｈのうち大きい方の値とする。

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

SNM-RCIC-R020-1 メカニカルスナッバ SMS-6A-100 33 90

SH-RCIC-R020-2 スプリングハンガ VS1B-12 8.9 9.8

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-RCIC-R501 アンカ ラグ SGV410 302 36 22 11 7 9 19 曲げ 76 94

RE-RCIC-R006 レストレイント パイプバンド
STKR400
SM400B

302 22 53 0 ― ― ― 引張圧縮 51 82

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

モーメント (kN･m)

許容
荷重
(kN)

評価結果

支持構造物
番号

反力 (kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度
(℃)

種類 型式
温度
(℃)

材質 計算
荷重
(kN)

Ⅴ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1



    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

E51-F004 止め弁 β(Ss) 3.4 1.0 6.0 6.0 ― ―

E51-F037 止め弁 β(Ss) 2.5 1.4 6.0 6.0 ― ―

  注記＊：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を30Hzとして計算した結果を示す。

構造強度評価結果
(MPa)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度
＊

(×9.8m/s
2
)

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス２以下の管）

1 RCIC-PW-2 8 15 152 10.13 ― 8 21 396 18.85 ― 8 25 304 12.16 ― ― ― ―

2 RCIC-R-1 19 106 182 1.71 ○ 11 148 363 2.45 ― 11 219 364 1.66 ○ ― ― ―

3 RCIC-R-2 23 33 209 6.33 ― 23 52 363 6.98 ― 29 76 418 5.50 ― ― ― ―

4 RCIC-R-3 2 39 219 5.61 ― 2 59 363 6.15 ― 2 75 438 5.84 ― ― ― ―

5 RCIC-R-4 60 98 226 2.30 ― 15 156 365 2.33 ○ 15 240 452 1.88 ― ― ― ―

6 RCIC-R-008 41 40 226 5.65 ― 45 55 363 6.60 ― 45 136 438 3.22 ― ― ― ―

注記＊：ⅢＡＳの一次＋二次応力の許容値はⅣＡＳと同様であることから，地震荷重が大きいⅣＡＳの一次＋二次応力裕度最小を代表とする。

許容応力状態　ⅢＡＳ

一次応力

配管モデル

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

No.
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

疲労評価

許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

一次＋二次応力
＊

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

4
0

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(設) R1E                                                               
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全５モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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復水貯蔵槽

復水

移送ポンプ

（Ｃ）（Ｂ）（Ａ）

注記＊：解析モデル上高圧炉心注水系に含める。

HPCF-W-1

H
P
C
F
-
W
-
1

HPCF-W-1

原子炉隔離時冷却系

概略系統図（その２）へ

HPCF-R-3

＊

H
P
C
F
-
W
-
1

HPCF-W-1

HPCF-W-1

連絡トレンチ廃棄物処理建屋

原子炉隔離時冷却系概略系統図（その１）

3
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　連絡トレンチ
　

原
子

炉
建
屋

　サプレッション
　チェンバ

高圧炉心

注水系ポンプ(Ｃ）

HPCF-R-3

X-210C

H
P
C
F
-
R
-
3

HPCF-R-3

HPCF-R-3

HPCF-R-3

原子炉隔離時冷却系

概略系統図（その１）より

HPCF-W-1

原子炉隔離時冷却系

概略系統図（その３）へ

注記＊：解析モデル上高圧炉心注水系に含める。

＊

＊
RCIC-R-3

原子炉隔離時冷却系概略系統図（その２）

4
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原子炉隔離時

冷却系ポンプ

駆動用蒸気
タービン

原子炉隔離時

冷却系ポンプ

原子炉隔離時冷却系

概略系統図(その４)へ

原
子
炉
圧

力

容

器

主蒸気
タービンへ

サプレッション
チェンバ

原子炉隔離時冷却系
概略系統図(その２)より

原子炉格納容器 原子炉建屋

RCIC-R-3

RCIC-R-1
＊2

RCIC-R-4

RCIC-R-1

RCIC-PW-2

RCIC-R-2

RCIC-R-2

注記＊1：解析モデル上復水給水系に含める。

　　＊2：解析モデル上主蒸気系に含める。

    ＊3：高圧代替注水系　解析モデル上本系統に含める。

    ＊4：原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系

F037
MO

F004
MO

F036
MO

F035
MO

MS-PD-2

X-37

N3B

X-213

X-214F006
MO

F001
MO

MS-PD-2

RCIC-R-2

高圧代替注水系より

＊4

＊1
FDW-T-1

RCIC-R-1

＊4

高圧代替注水系へ

RCIC-R-3

＊4 ＊3

＊4 ＊3

＊
4

＊
4

原子炉隔離時冷却系

潤滑油冷却器

原子炉隔離時冷却系概略系統図（その３）

R
C
I
C
-
R
-
0
0
8

RCIC-R-6

RCIC-R-4

RCIC-R-4

HPCF-R-3

原子炉隔離時冷却系

概略系統図(その６)へ

R
C
I
C
-
R
-
3

クラス２以下の

管範囲

クラス１管範囲

5
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原子炉格納容器原子炉建屋

注記＊：解析モデル上復水給水系に含める。

FDW-T-1

FDW-T-1

原子炉隔離時

冷却系概略系統図

（その３)より

タービン建屋 原子炉建屋

第１給水加熱器（Ａ）

FDW-T-1

第１給水加熱器（Ｂ）

FDW-T-1

FDW-T-1

FDW-T-1

＊

原子炉隔離時冷却系

概略系統図(その５)へ
F051
AO

B

X-12A

X-12B

＊

F
D
W
-
T
-
1

FDW-T-1 FDW-PD-2

FDW-T-1

RCIC-R-4

クラス１管範囲クラス２以下の管範囲

原子炉隔離時冷却系概略系統図（その４）

6
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原子炉隔離時冷却系概略系統図（その５）

原
子
炉
圧

力

容

器

原子炉格納容器原子炉建屋

F052B
原子炉隔離時冷却系

概略系統図（その４）より

FDW-T-1

F051
AO

B

N4E

N4D

N4F

FDW-PD-2

注記＊：解析モデル上復水給水系に含める。

＊
＊

X-12B

7
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原子炉隔離時冷却系概略系統図(その６)

R
C
I
C
-
R
-
6
6
5

原子炉隔離時冷却系

バロメトリックコンデンサ

原子炉隔離時冷却系

真空タンク

R
C
I
C
-
R
-
6
6
0

原子炉隔離時冷却系

真空ポンプ

RCIC-R-660

原子炉隔離時冷却系
セパレータ

R
C
I
C
-
R
-
6
7
6

原子炉隔離時冷却系

概略系統図(その３)より

8
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

9

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
2
-
5
-
4
-
2
-
5
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



鳥瞰図 RCIC-R-1(1/3)

  

 

 

 

 

  

1
0

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(重) R1                                                               



鳥瞰図 RCIC-R-1(2/3)

  

 

 

1
1

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(重) R1                                                               



鳥瞰図 RCIC-R-1(3/3)

  

 

 1
2

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(重) R1                                                               



3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備

分類
*2

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*3 許容応力

状態
*4

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），

         「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ

― ⅤＡＳ
原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備
高圧代替注水系 ＳＡ

常設耐震／防止 重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ

原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
高圧代替注水系 ＳＡ 常設／緩和

重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備

原子炉隔離時
冷却系

ＳＡ
常設／防止

（ＤＢ拡張）
重大事故等
クラス２管

1
4

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(重) R1                                                               



　 鳥瞰図　RCIC-R-1

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

    6～1901,1905～70

   12～106

  2    75～89N 8.62 302  165.2  14.3 STPT410 ― 200360

  3   110～131A 8.62 302  165.2  14.3 STPT410 ― 201667

STPT410 185960  1 8.62 302  165.2  14.3 ―

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
5

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(重) R1                                                               



  配管の付加質量

     　鳥瞰図　RCIC-R-1

質量 対応する評価点

      6～1901,1905～37S,47S～70,75～89N,12～106

  110～131A

    37S～47S
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　RCIC-R-1

質量 対応する評価点

    89N
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　RCIC-R-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

2～3   3～4   

4～5   3～6   

1901～1902   1902～1903   

1903～1904   1902～1905   

70～71   71～72   

72～73   73～74   

71～75   106～107   

107～108   108～109   

107～110   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　RCIC-R-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    4     5

 1903  1904

   72    74

  108   109
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　RCIC-R-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  160 **   

                

      19     

      25     

      31     

      38     

 **   51 **   

                 

 **   51 **   

                

      51   

      61   

 **   73 **   

                

 **   80 **   

                

      80     

      81   

     89N             

    1100   

 ** 1100 **   

                 

    1251     

    131A             

　　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT410 302 ― 182 404 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

RCIC-R-1 原子炉建屋  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　RCIC-R-1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 19 次

 20 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

2
3

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(重) R1                                                               



 

各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　RCIC-R-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 19 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

2
4
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＲＣＩＣ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (1次)

2
6
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鳥瞰図 ＲＣＩＣ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (2次)

2
7
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鳥瞰図 ＲＣＩＣ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (3次)

2
8
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 4.2  評価結果

　  4.2.1　管の応力評価結果

　　 　　　下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

RCIC-R-1 ⅤＡＳ  106 Ｓprm（Ｓｓ） 158 363 ― ― ―

RCIC-R-1 ⅤＡＳ   11 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 219 364 ―

 

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(重) R1
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

SNM-RCIC-R020-1 メカニカルスナッバ SMS-6A-100 33 90

SH-RCIC-R020-2 スプリングハンガ VS1B-12 8.9 9.8

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-HPCF-R501 アンカ ラグ
SUS304
STKR400

100 45 14 16 4 10 16 組合せ 45 117

RE-RCIC-R006 レストレイント パイプバンド
STKR400
SM400B

302 22 53 0 ― ― ― 引張圧縮 51 82

支持構造物
番号

反力 (kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度
(℃)

モーメント (kN･m)
応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

種類 型式
温度
(℃)

材質 計算
荷重
(kN)

許容
荷重
(kN)

評価結果

Ⅴ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)

K7 ① Ⅴ-2-5-4-2-5(重) R1

3
1



    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管）

1 RCIC-PW-2 8 21 396 18.85 ― 8 25 304 12.16 ― ― ― ―

2 RCIC-R-1 106 158 363 2.29 ○ 11 219 364 1.66 ○ ― ― ―

3 RCIC-R-2 23 52 363 6.98 ― 29 76 418 5.50 ― ― ― ―

4 RCIC-R-3 49A 69 431 6.24 ― 2 75 434 5.78 ― ― ― ―

5 RCIC-R-4 15 156 363 2.32 ― 15 240 434 1.80 ― ― ― ―

6 RCIC-R-6 24 60 363 6.05 ― 24 90 434 4.82 ― ― ― ―

7 RCIC-R-008 45 56 363 6.48 ― 45 136 422 3.10 ― ― ― ―

8 RCIC-R-660 1N 206 363 1.76 ― 1N 290 434 1.49 ― ― ― ―

9 RCIC-R-665 1N 31 363 11.70 ― 1N 53 434 8.18 ― ― ― ―

10 RCIC-R-676 1N 46 363 7.89 ― 1N 61 434 7.11 ― ― ― ―

代
表

代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
評
価
点

疲労
累積
係数

3
2
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，高圧代替注水系ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有

していることを説明するものである。 

高圧代替注水系ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的

機能維持評価を示す。 

なお，高圧代替注水系ポンプは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横軸ポンプであるた

め，構造強度評価はⅤ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての

計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。また，高圧代替注水系ポンプは，Ⅴ-2-1-9「機能

維持の基本方針」に記載されていない原動機であるタービンが一体構造の横軸ポンプであるため，

加振試験で得られた機能確認済加速度と機能維持評価用加速度との比較により，動的機能維持の

確認を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧代替注水系ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベースに

固定され，ポンプベース

は基礎ボルトで基礎に据

え付ける。 

ターボ形 

（ターボ形横軸ポンプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（単位：mm） 

基礎ボルト 

ポンプ取付ボルト 

原動機 

803.6 

ポンプ 

ポンプベース 

1295 



 

 

 

K7
 
①
 Ⅴ

-2
-5

-4
-3
-1
 R
1 

3 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

高圧代替注水系ポンプの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸

ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧代替注水系ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 3－1に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

高圧代替注水系ポンプの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3-2

のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧代替注水系ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 3－3に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧代替注水系ポンプの耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心 

冷却設備 

その他原子炉 

注水設備 

高圧代替注水系ポンプ 常設耐震／防止 
重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器安全設備 
高圧代替注水系ポンプ 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／紡止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1 
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 表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

 

＊
 

 

        

＊
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SNB7 

(径≦63mm) 
周囲環境温度 66 699 803 ― 

ポンプ取付ボルト 

SNB7相当 

  

(径≦63mm) 

最高使用温度 77 689 782 ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

高圧代替注水系ポンプの機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震

時の応答加速度が，動的機能維持確認済加速度以下であることを確認することで実施する。 

なお，機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定す

る。 

機能確認済加速度は，高圧代替注水系ポンプが，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載さ

れていない原動機であるタービンと一体構造の横軸ポンプであり，既往の研究によって機能維

持が確認された適用機種と構造・作動原理が異なることから，個別の加振試験によって得られ

る機能維持を確認した加速度を動的機能確認済加速度とする。 

 

4.1.1 機能確認済加速度 

高圧代替注水系ポンプの機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，

実機の据付状態を模擬した上で，当該機器が設置される床における設計用床応答曲線を包絡

する模擬地震波による加振試験において動的機能の健全性を確認した加速度とする。 

機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度         （×9.8m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

高圧代替注水系ポンプ 

水平  

鉛直  
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧代替注水系ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【高圧代替注水系ポンプの耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動によ

る震度 
最高使用温度 

(℃) 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

高圧代替注水系ポンプ 常設耐震／防止 
原子炉建屋 

T.M.S.L.  -1.7＊1 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝1.30 ＣＶ＝1.27 Ｃｐ＝0.81 77 66 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 
(mm) 

２ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

   

 
 12 

6 

2 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
   

 
 4 

2 

2 

 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

699＊2 

(径≦60mm) 
803＊2 

(径≦60mm) 
― 562 ― 軸 ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

689＊3 

(径≦60mm) 
782＊3 

(径≦60mm) 
― 547 ― 軸 ― 

 
Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を

示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 

＊ 

ℓ21 ℓ11 

ℓ12 

ℓ22 

Ａ～Ａ矢視図 

  
  

    

軸中心 

mi・g 

ℓ12 

ℓ22 

ℓ11 ℓ21 

転倒方向 

Ａ Ａ 

ポンプ 

  （ポンプ取付ボルト） 

（基礎ボルト） 

基礎ボルト 

ポンプ取付ボルト 

  基礎ボルト 
  

h1 

h2 

341 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
―  ―  

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

―  ―  

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                            (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SNB7 
引張り ― ― σb１＝27  ƒｔｓ１＝421＊ 

せん断 ― ― τb１＝7 ƒｓｂ１＝324 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

SNB7相当 

   

引張り ― ― σb２＝87  ƒｔｓ２＝410＊ 

せん断 ― ― τb２＝20 ƒｓｂ２＝316 

すべて許容応力以下である。                                              注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 動的機能の評価結果                      (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 1.08 

鉛直方向 1.06  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全４モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ

2
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Ⅴ
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-
5
-
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3
-
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重
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高
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
１
）

復
水

貯
蔵
槽

連
絡

ト
レ

ン
チ

廃
棄
物
処
理

建
屋

復
水

移
送

ポ
ン

プ

（
Ｃ

）
（
Ｂ
）
（
Ａ

）

高
圧
代

替
注
水

系

概
略

系
統
図

（
そ

の
２

）
へ

HPCF-W-1

H
P
C
F
-
W
-
1

H
P
C
F
-
R
-
3

＊

注
記

＊
：

解
析
モ

デ
ル

上
高
圧

炉
心

注
水

系
に
含

め
る

。

H
P
C
F
-
W
-
1

HPCF-W-1

H
P
C
F
-
W
-
1

H
P
C
F
-
W
-
1

3
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高
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
２
）

　
連
絡

ト
レ
ン

チ

　原子炉建屋

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン

チ
ェ

ン
バ

高
圧

炉
心

注
水

系
ポ

ン
プ

（
Ｃ
）

H
P
C
F
-
R
-
3

X
-
2
1
0
C

HPCF-R-3
H
P
CF
-
R
-
3

H
P
C
F
-
R
-
3

H
P
C
F
-
R
-
3

高
圧

代
替
注

水
系
概
略

系
統
図
（

そ
の

１
）
よ

り

H
P
C
F
-
W
-
1

高
圧

代
替

注
水
系

概
略

系
統

図
（

そ
の
３

）
へ

注
記

＊
：

解
析

モ
デ
ル

上
高

圧
炉

心
注
水

系
に

含
め
る

。

＊
＊

H
P
A
C
-
R
-
3

4

K
7
 
①
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-
2
-
5
-
4
-
3
-
2
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



高
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
３
）

高
圧
代

替
注
水

系

ポ
ン
プ

H
P
A
C
-
R
-
1

HPAC-R-3

H
P
A
C
-
R
-
4

高
圧

代
替

注
水

系
概
略

系
統

図
（
そ
の
６

）
よ

り

高
圧

代
替
注
水

系
概
略

系
統

図
（

そ
の
４

）
へ

高
圧
代
替

注
水
系
概

略

系
統
図
（

そ
の
６

）
へ

高
圧
代
替

注
水
系
概
略

系
統

図
（

そ
の
２
）
よ

り

H
P
A
C
-
R
-
4

HPAC-R-2

H
P
A
C
-
R
-
3

H
P
A
C
-
R
-
2

H
P
C
F
-
R
-
3

R
C
I
C
-
R
-
1

R
C
I
C
-
R
-
2

F
D
W
-
T
-
1

H
P
A
C
-
R
-
1

5

K
7
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-
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高
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
４
）

原
子

炉
格
納

容
器

原
子

炉
建

屋

F
0
5
1

A
O

A

F
0
0
5

M
O

A

タ
ー

ビ
ン
建

屋
原

子
炉
建

屋

第
１
給
水

加
熱

器
（

Ａ
）

第
１

給
水
加

熱
器
（
Ｂ

）

高
圧
代

替
注

水
系

概
略

系
統

図

（
そ

の
５

）
へ

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

FDW-T-1

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

X
-
1
2
B

X
-
1
2
A

F
D
W
-
T
-
1

高
圧
代

替
注

水
系

概
略

系
統

図

（
そ

の
３

）
よ

り

注
記

＊
：

解
析

モ
デ
ル

上
復

水
給

水
系
に

含
め

る
。

＊

＊
F
D
W
-
P
D
-
1

HPAC-R-4

ク
ラ

ス
２

以
下
の

　

管
範
囲

ク
ラ
ス

１
管

範
囲
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高
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
５
）

原 子 炉 圧 力 容 器

A
O

F
0
5
1

F
0
5
2
A

A

原
子

炉
格
納
容
器

原
子
炉

建
屋

高
圧
代

替
注
水

系

概
略
系

統
図

（
そ

の
４

）
よ
り

FD
W
-
P
D
-
1

N
4
A

N
4
C

N
4
B

＊

注
記
＊

：
解

析
モ

デ
ル
上

復
水

給
水
系

に
含

め
る

。

F
D
W
-
T
-
1

X
-
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高
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
６
）

原
子

炉
隔
離

時

冷
却

系
ポ

ン
プ

駆
動

用
蒸

気
タ

ー
ビ

ン

原
子
炉

隔
離
時

冷
却

系
ポ
ン
プ

原 子 炉 圧 力 容 器

主
蒸

気
系
へ

サ
プ
レ
ッ
シ

ョ
ン

チ
ェ

ン
バ

原
子
炉

格
納

容
器

原
子
炉
建

屋

R
C
I
C
-
R
-
1

R
C
I
C
-
R
-
1

R
C
I
C
-
P
W
-
2

R
C
I
C
-
R
-
2

R
C
I
C
-
R
-
2

F
0
3
6

M
O

F
0
3
5

M
O

M
S
-
P
D
-
2

X
-
3
7

N
3
B

X
-
2
1
3

M
S
-
P
D
-
2

高
圧
代
替
注
水

系
概

略

系
統

図
（

そ
の

３
）

よ
り

高
圧
代

替
注
水

系
概

略

系
統

図
（

そ
の

３
）

へ

H
P
A
C
-
R
-
1

R
C
I
C
-
R
-
1

H
P
A
C
-
R
-
2

R
C
I
C
-
R
-
2

＊
1

＊
2

＊
1

＊
1

注
記

＊
1
：
解

析
モ

デ
ル

上
原
子

炉
隔

離
時
冷

却
系

に
含

め
る
。

 
 
 
 
＊

2
：

解
析

モ
デ

ル
上

主
蒸
気

系
に

含
め
る

。

ク
ラ

ス
１
管

範
囲

ク
ラ
ス

２
以
下

の
管
範
囲

8

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
2
-
5
-
4
-
3
-
2
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥
瞰
図

H
PA
C-
R-
4(
1/
2)
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鳥
瞰
図

H
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C-
R-
4(
2/
2)
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-
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-
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-
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(
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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3
.
2
　
荷

重
の

組
合
せ

及
び
許

容
応

力
状

態

　
　

　
 
本

計
算

書
に
お

い
て
考

慮
す

る
荷

重
の

組
合

せ
及

び
許

容
応

力
状

態
を

下
表

に
示

す
。

施
設

名
称

設
備

名
称

系
統

名
称

施
設

分
類

*
1

設
備

分
類

*
2

機
器

等
の

区
分

耐
震

重
要
度

分
類

荷
重

の
組
合
せ

*
3

許
容
応

力

状
態

*
4

注
記

＊
1
：

Ｄ
Ｂ

は
設
計

基
準
対

象
施

設
，

Ｓ
Ａ

は
重

大
事

故
等

対
処

設
備

を
示

す
。

　
　

＊
2
：

「
常

設
耐
震

／
防
止

」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故

防
止

設
備

，
「

常
設

／
緩

和
」
は
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
を
示

す
。

　
　

＊
3
：

運
転

状
態
の

添
字
Ｌ

は
荷

重
を

示
す

。

　
　

＊
4
：

許
容

応
力
状

態
Ⅴ

Ａ
Ｓ

は
許

容
応

力
状

態
Ⅳ

Ａ
Ｓ

の
許
容

限
界

を
使

用
し

，
許

容
応

力
状

態
Ⅳ

Ａ
Ｓ

と
し

て
評

価
を

実
施
す

る
。

重
大

事
故

等
ク
ラ

ス
２

管
Ⅴ

Ｌ
＋
Ｓ
ｓ

Ⅴ
Ｌ
＋
Ｓ
ｓ

―
Ⅴ

Ａ
Ｓ

重
大

事
故

等
ク
ラ

ス
２

管
―

Ⅴ
Ａ
Ｓ

原
子

炉
格

納
施
設

圧
力

低
減

設
備

そ
の

他
の

安
全

設
備

高
圧

代
替

注
水

系
Ｓ

Ａ
常

設
／

緩
和

原
子
炉

冷
却

系
統

施
設

非
常

用
炉

心
冷

却
設

備
そ

の
他

原
子

炉
注

水
設

備
高

圧
代

替
注

水
系

Ｓ
Ａ

常
設

耐
震

／
防

止

K
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鳥

瞰
図

　
H
P
A
C
-
R
-
4

最
高

使
用

圧
力

最
高
使

用
温

度
外
径

厚
さ

縦
弾

性
係

数

(
M
P
a
)

（
℃
）

(
m
m
)

(
m
m
)

(
M
P
a
)

 
 
1

 
 
 
1
N
～
3
3
,
3
4
～

5
2
S

1
1
.
8
0

 
7
7

 
1
6
5
.
2

 
1
8
.
2

S
T
P
T
4
1
0

―
2
0
0
3
6
0

 
 
2

 
 
5
2
S
～
5
4

1
1
.
8
0

 
7
7

 
1
6
5
.
2

 
1
8
.
2

S
T
P
T
4
1
0

―
2
0
1
6
6
7

 
 
3

 
 
 
5
5
～
7
2

8
.
6
2

3
0
2

 
1
6
5
.
2

 
1
4
.
3

S
T
P
T
4
1
0

―
2
0
1
6
6
7

 
 
4

 
 
 
7
2
～
7
8

8
.
6
2

3
0
2

 
1
6
5
.
2

 
1
4
.
3

S
T
P
T
4
1
0

―
2
0
1
6
6
7

 
 
5

 
 
 
7
9
～
8
9
A

8
.
6
2

3
0
2

 
1
6
5
.
2

 
1
4
.
3

S
T
P
T
4
1
0

―
1
9
0
0
0
0

 
3
.
3
　

設
計

条
件

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
鳥

瞰
図

番
号

ご
と
に

設
計

条
件

に
対
応

し
た

管
番

号
で

区
分

し
，
管

番
号
と
対

応
す

る
評

価
点

番
号

を
示

す
。

 

管
番

号
対

応
す

る
評

価
点

材
料

耐
震

重
要

度
分

類
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　HPAC-R-4

質量 対応する評価点

      55～55K,56K～59K,61K～62K,63K～67S,70K～71K

  73K～74K,77K～78,79～801K,82K～83K,85K～88K

     55K～56K,59K～61K,62K～63K,67S～70K,71K～73K

  74K～77K,801K～82K,83K～85K,88K～89A
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　HPAC-R-4

質量 対応する評価点

     1N

     6,22
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　HPAC-R-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

33～34   54～5401   

5401～5402   5402～5403   

5401～55   78～79   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　HPAC-R-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   33～34,78～79    54,55

 5401  5402

 5403
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　HPAC-R-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1N             

    3001     

    3002   

       7     

       7   

      14   

      15     

      21     

      27   

      38     

      47     

      53     

      61     

      72     

      81     

     89A             

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT410  77 ― 226 406 ―

STPT410 302 ― 182 404 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

HPAC-R-4 原子炉建屋  
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全５モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1(
重

)
 
R
1

1



2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ

2

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



低
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
１
）

復
水
貯

蔵
槽

廃
棄
物

処
理
建

屋

連
絡
ト

レ
ン
チ

原
子
炉
建

屋

廃
棄

物
処
理
建

屋
タ

ー
ビ

ン

建
屋

復
水

移
送
ポ
ン

プ

（
Ｃ
）
（

Ｂ
）
（
Ａ

）

MUWC-W-1

MUWC-W-1

M
U
W
C
-
W
-
1

＊1

H
P
C
F
-
W
-
1

低
圧
代
替

注
水
系

概
略

系
統

図

（
そ
の

２
）
へ

＊2

HPCF-W-1

H
P
C
F
-
W
-
1

H
P
C
F
-
W
-
1

H
P
C
F
-
W
-
1

HPCF-W-1

MUWC-R-1
連

絡
ト
レ

ン
チ

廃
棄

物
処
理

建
屋

注
記

＊
1
：
解

析
モ
デ
ル
上

高
圧
炉
心
注

水
系
に

含
め

る
。

 
 
 
 
＊

2
：
解
析
モ

デ
ル
上
補

給
水
系
に

含
め
る
。

3

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



低
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
２
）

原
子

炉
建
屋

原
子
炉
格

納
容
器

M
U
W
C
-
R
-
4

低
圧
代

替
注
水

系

概
略

系
統

図

（
そ
の

３
）

へ

低
圧

代
替

注
水

系

概
略

系
統

図

（
そ
の

１
）

よ
り

連
絡

ト
レ
ン

チ
原

子
炉

建
屋

X
-
7
4
0

M
U
W
C
-
R
-
4

M
U
W
C
-
R
-
4

M
U
W
C
-
R
-
1

MUWC-R-1MUWC-R-4

MUWC-R-1

MUWC-R-4

M
U
W
C
-
R
-
1

復
水

補
給

水
系

接
続

口
（

南
）

低
圧

代
替

注
水
系

概
略
系
統

図

（
そ

の
６
）

へ

屋
外

原
子

炉
建

屋

M
U
W
C
-
R
-
4

R
H
R
-
R
-
5

格
納

容
器
下
部

注
水
系
へ

＊2 ＊1

＊
4

＊
3

MUWC-R-3

M
U
W
C
-
R
-
4

＊
1

M
U
W
C
-
W
-
1

注
記

＊
1
：
低

圧
代
替
注

水
系
，

格
納

容
器
下

部
注

水
系
及
び

代
替
循
環
冷

却
系
　
　
　

 
 
 
 
　

　
 
 
＊
2
：

低
圧

代
替
注
水
系

及
び
格
納

容
器
下

部
注
水
系

 
 
 
 
＊
3
：

格
納

容
器
下
部
注

水
系
及
び

代
替
循

環
冷
却
系
　
解

析
モ
デ
ル
上

 
 
 
 
 
 
 
 
 
本
系

統
に
含
め
る

。

 
 
 
 
＊
4
：

低
圧

代
替
注
水
系

及
び
代
替

循
環
冷

却
系

4

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



低
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
３
）

低
圧
代

替
注

水
系

概
略
系

統
図

（
そ

の
２

）
よ
り

M
U
W
C
-
R
-
3

MUWC-R-3

MUWC-R-3

M
U
W
C
-
R
-
3

M
U
W
C
-
R
-
3

低
圧
代
替

注
水
系

概
略
系

統
図

（
そ

の
４

）
へ

復
水
補

給
水
系

可
搬

式
接
続
口

（
屋
内
北
）

M
U
W
C
-
R
-
3
B

復
水

補
給

水
系

接
続

口
（

北
）

MUWC-R-1

＊1

＊2

＊
1

＊
2

＊
3

注
記
＊

1
：
低
圧

代
替
注
水

系
，
格
納
容

器
下
部
注
水

系
及
び
代

替
循
環
冷

却
系

 
 
 
 
＊

2
：
低
圧

代
替
注

水
系

及
び
格
納
容

器
下
部
注

水
系

 
 
 
 
＊

3
：
低
圧

代
替
注

水
系

及
び
代
替
循

環
冷
却
系

F
D
W
-
T
-
1

M
U
W
C
-
R
-
3

屋
外

原
子
炉

建
屋

M
U
W
C
-
R
-
3
A

復
水

補
給

水
系

可
搬
式

接
続
口

（
東

）

復
水

補
給
水
系

可
搬
式
接

続
口

（
屋
内
東

）

5

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



低
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
４
）

原
子
炉

格
納
容

器
原
子

炉
建

屋

注
記

＊
：

解
析
モ
デ

ル
上

復
水

給
水
系

に
含

め
る
。

F
0
5
2
A

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

タ
ー
ビ

ン
建
屋

原
子
炉
建

屋

第
１

給
水

加
熱
器

（
Ａ
）

F
D
W
-
T
-
1

第
１

給
水

加
熱
器

（
Ｂ
）

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

＊

F
00
5

MO
A

F
0
5
1

A
O

A

X
-
1
2
A

X
-
1
2
B低

圧
代

替
注

水
系

概
略

系
統

図
（
そ

の
５
）

へ
FDW-T-1

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
P
D
-
1

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

F
D
W
-
T
-
1

M
U
W
C
-
R
-
3

低
圧

代
替
注
水
系

概
略

系
統
図

（
そ
の
３

）
よ
り

ク
ラ

ス
１

管
範
囲

ク
ラ

ス
２

以
下

の

管
範
囲

6

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
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-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



原 子 炉 圧 力 容 器

A
O

F
0
5
1

F
D
W
-
PD
-1

N
4
C

N
4
B

N
4
A

F
0
5
2
A

A

原
子

炉
格
納
容
器

原
子
炉

建
屋

低
圧
代
替

注
水
系

概
略

系
統

図

（
そ
の

４
）
よ

り

＊

注
記
＊

：
解

析
モ

デ
ル

上
復
水

給
水
系

に
含

め
る

。

F
D
W
-T
-1

X
-
1
2
A

低
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
５
）

7

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
チ

ェ
ン
バ

　
原

子
炉
建

屋
　
原

子
炉
格

納
容

器

R
H
R
-
R
-
5

X
-
3
0
B

X
-
3
1
B B

F
0
0
6

N
O

B
F
0
0
5

M
O

R
H
R
-
R
-
5

R
H
R
-
R
-
5

R
H
R
-
R
-
5

R
H
R
-
R
-
5

R
H
R
-
P
D
-
4

RHR-R-5
　
＊

M
U
W
C
-
R
-
4

低
圧
代
替

注
水
系

概
略

系
統
図

（
そ

の
２

）
よ

り

注
記
＊

：
解

析
モ

デ
ル

上
残
留

熱
除

去
系
に

含
め

る
。

低
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
６
）

低
圧

代
替

注
水

系

概
略

系
統

図

（
そ
の

７
）

へ

X
-
2
0
0
B

ク
ラ
ス

１
管

範
囲

ク
ラ
ス
２
以

下
の
管
範
囲

8
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-
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5
-
4
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4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



低
圧
代
替
注
水
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
７
）

原
子
炉

圧
力

容
器

N
O

F
0
0
6

M
O

F
0
0
5

低
圧

代
替
注

水
系

概
略
系

統
図

（
そ
の
６
）

よ
り

B
B

R
H
R
-
P
D
-
4

N
6
B

原
子
炉
格

納
容
器

原
子
炉
建

屋

注
記

＊
：
解

析
モ

デ
ル

上
残
留

熱
除

去
系
に

含
め

る
。

R
H
R
-
R
-
5

＊
X
-
3
1
B

9

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重

)
 
R
1
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鳥
瞰
図

M
UW
C-
R-
1(
1/
3)

 
 

 
 

  

11

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



鳥
瞰
図

M
UW
C-
R-
1(
2/
3)

 
 

 

 
 

 

 
 

12

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



鳥
瞰
図

M
UW
C-
R-
1(
3/
3)

 
 

13

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。

14

K
7
 
①

 
Ⅴ
-
2
-
5
-
4
-
4
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　
3
.
2
　

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容

応
力

状
態

　
　

　
 
本

計
算

書
に

お
い

て
考

慮
す

る
荷

重
の

組
合

せ
及

び
許

容
応

力
状

態
を

下
表

に
示

す
。

施
設

名
称

設
備

名
称

系
統

名
称

施
設

分
類

*
1

設
備

分
類

*
2

機
器
等

の
区
分

耐
震

重
要

度
分

類
荷

重
の

組
合

せ
*
3

許
容

応
力

状
態

*
4

注
記

＊
1
：

Ｄ
Ｂ

は
設

計
基

準
対

象
施

設
，

Ｓ
Ａ

は
重

大
事

故
等

対
処

設
備

を
示

す
。

　
　

＊
2
：

「
常

設
耐

震
／

防
止

」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故

防
止

設
備

，
「

常
設

／
緩

和
」

は
常

設
重

大
事

故
緩
和

設
備

を
示

す
。

　
　

＊
3
：

運
転

状
態

の
添

字
Ｌ

は
荷

重
を

示
す

。

　
　

＊
4
：

許
容

応
力

状
態

Ⅴ
Ａ
Ｓ

は
許

容
応

力
状

態
Ⅳ

Ａ
Ｓ

の
許

容
限

界
を

使
用

し
，

許
容

応
力

状
態

Ⅳ
Ａ
Ｓ

と
し

て
評

価
を

実
施

す
る

。

重
大

事
故

等
ク

ラ
ス

２
管

―
Ⅴ

Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅴ
Ａ
Ｓ

原
子

炉
格

納
施

設
圧

力
低

減
設

備
そ

の
他

の
安

全
設

備
代

替
循

環
冷

却
系

Ｓ
Ａ

常
設

／
緩

和

―
Ⅴ

Ａ
Ｓ

原
子

炉
格

納
施

設
圧

力
低

減
設

備
そ

の
他

の
安

全
設

備
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系

Ｓ
Ａ

常
設

耐
震

／
防

止
常

設
／

緩
和

重
大

事
故

等
ク

ラ
ス

２
管

Ⅴ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅴ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅴ
Ａ
Ｓ

原
子

炉
格

納
施

設
圧

力
低

減
設

備
そ

の
他

の
安

全
設

備
格

納
容

器
下

部
注

水
系

Ｓ
Ａ

常
設

／
緩

和
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

管
―

Ⅴ
Ａ
Ｓ

Ⅴ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

―
Ⅴ

Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅴ
Ａ
Ｓ

原
子

炉
格

納
施

設
圧

力
低

減
設

備
そ

の
他

の
安

全
設

備
低

圧
代

替
注

水
系

Ｓ
Ａ

常
設

／
緩

和
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

管
―

原
子

炉
冷

却
系

統
施

設

非
常

用
炉

心
冷

却
設

備
そ

の
他

原
子

炉
注

水
設

備
低

圧
代

替
注

水
系

Ｓ
Ａ

常
設

耐
震

／
防

止
常

設
／

緩
和

重
大

事
故

等
ク

ラ
ス

２
管
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鳥

瞰
図

　
M
U
W
C
-
R
-
1

最
高

使
用

圧
力

最
高
使

用
温

度
外
径

厚
さ

縦
弾

性
係

数

(
M
P
a
)

（
℃
）

(
m
m
)

(
m
m
)

(
M
P
a
)

 
 
 
1
A
～
7
,
3
1
～

3
9
1

 
 
3
9
2
～
6
6
0
1
,
6
6
0
2
～

7
6

 
 
 
 
7
～
9
6
,
9
8
～

3
1

 
 
2

 
6
6
0
1
～
6
6
0
2

1
.
7
0

 
8
5

 
2
6
7
.
4

 
 
9
.
3

S
T
P
T
4
1
0

―
2
0
1
6
6
7

 
 
3

 
 
 
7
6
～
9
2
A

2
.
0
0

 
8
5

 
2
6
7
.
4

 
 
9
.
3

S
T
P
G
3
7
0

―
2
0
1
6
6
7

 
 
4

 
 
 
7
6
～
1
2
7
A

2
.
0
0

 
8
5

 
1
6
5
.
2

 
 
7
.
1

S
T
P
G
3
7
0

―
2
0
1
6
6
7

 
3
.
3
　

設
計

条
件
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　MUWC-R-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

391～392   96～98   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　MUWC-R-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   96～98   391～392
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MUWC-R-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1A             

     501     

      44       

      53     

      56       

      59     

      82     

 **   88 **   

                 

      88   

    A021     

     92A             

    1251     

    127A             

　　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPG370  85 ― 177 349 ―

STPT410  85 ― 224 406 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

MUWC-R-1 原子炉建屋  
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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Ⅴ-2-5-4-5 水の供給設備の耐震性についての計算書 
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1.  概  要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性についての計算

　書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が

　設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するもので

　ある。

　　評価結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

   (1)　管

　　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析

　　　モデル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値

　　　（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及

　　　び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評

　　　価結果を4.2.4に記載する。

   (2)　支持構造物

　　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の

　　　評価結果を代表として記載する。

   (3)　弁

　　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

― ― ― ― ― ― ―

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

PS-032 レストレイント 架構 SS400 50 20 4 2 ― ― ― 組合せ

注記＊：

0.37
＊

評価結果

反力 (kN) モーメント (kN･m)
応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

支持点荷重

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

計算
荷重
(kN)

許容
荷重
(kN)

種類 型式 材質
温度
(℃)

評価結果

�� 1.5�� + �� 1.5�� ≤ 1
ここで，�� ：圧縮応力(MPa)�� ：曲げ応力(MPa)1.5�� ：許容圧縮応力(MPa)1.5�� ：許容曲げ応力(MPa)

K7 ① Ⅴ-2-5-4-5-1(重) R1

　
　

　
　

3
6



    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8 m/s2)

K7 ① Ⅴ-2-5-4-5-1(重) R1
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Ⅴ-2-5-5 原子炉冷却材補給設備の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，復水移送ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有してい

ることを説明するものである。 

復水移送ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重

大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維

持評価を示す。 

なお，復水移送ポンプは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横軸ポンプであるため， 

Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

復水移送ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 

K7
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベースに

固定され，ポンプベース

は基礎ボルトで基礎に据

え付ける。 

ターボ形 

（ターボ形横軸ポンプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

K7 ① Ⅴ-2-5-5-1-1 R1 

2 

ポンプ 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

原動機 

原動機取付ボルト 

 

869.5 

（
軸
端
）

 



 

 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

復水移送ポンプの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプ

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

復水移送ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 3－1に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

復水移送ポンプの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 3－2のと

おりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

復水移送ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 3－3に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【復水移送ポンプの耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷

却設備その他

原子炉注水 

設備 

復水移送ポンプ 
常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納容

器安全設備 

格納容器下部

注水系 

復水移送ポンプ 常設／緩和 
重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

原子炉格納容

器安全設備 

代替格納容器

スプレイ冷却

系 

復水移送ポンプ 
常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 
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＊1 
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（続き） 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納容

器安全設備 

代替循環冷却

系 

復水移送ポンプ 常設／緩和 
重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

原子炉格納容

器安全設備 

低圧代替注水

系 

復水移送ポンプ 常設／緩和 
重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

5 
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 66   ― 

ポンプ取付ボルト 

 

 
最高使用温度 85   ― 

原動機取付ボルト 

 

 
周囲環境温度 66   ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

 復水移送ポンプの動的機能維持評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポ

ンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

 復水移送ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性であるた

め，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能維持加速度を適用する。機能維持加速度を

表 4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形単段遠心式 

ポンプ 

水平 1.4 

鉛直 1.0 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

復水移送ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

 動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【復水移送ポンプの耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動によ

る震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

復水移送ポンプ  
常設耐震／防止
常設／緩和 

廃棄物処理建屋 
T.M.S.L. -6.1＊1 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝1.38 ＣＶ＝1.25  85 66 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

   

 
 6 

3 

  2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

   

 
 4 

2 

  2 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

  
 

 
 4 

2 

 2 

 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

 

 
 ―  ― 軸 ― 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 

 
―  ― 軸 ― 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

 

 
 ―  ― 軸 ― 

 
Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段

は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

―  ―  

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張り ― ― σb１＝11 ƒｔｓ１＝202＊ 

せん断 ― ― τb１＝8 ƒｓｂ１＝155 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張り ― ― σb２＝9 ƒｔｓ２＝196＊ 

せん断 ― ― τb２＝5 ƒｓｂ２＝151 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
 

引張り ― ― σb３＝13 ƒｔｓ３＝202＊ 

せん断 ― ― τb３＝7 ƒｓｂ３＝155 

すべて許容応力以下である。                       注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

 

1.4.2 動的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 0.89 1.4 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機 

水平方向 0.89 4.7 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。



 

 

K7 ① Ⅴ-2-5-5-1-1 R1E 

12
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Ａ～Ａ矢視図
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Ⅴ-2-5-5-1-2 復水貯蔵槽の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，復水貯蔵槽の地震時の構造強

度の確認について説明するものであり，その評価は，応力解析による評価により行う。 

復水貯蔵槽は，設計基準対象施設においては「Ｂクラスの施設」に，重大事故等対処

施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」に分類さ

れる。 

以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

復水貯蔵槽は廃棄物処理建屋の一部を構成している。復水貯蔵槽を含む廃棄物処理

建屋の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 復水貯蔵槽を含む廃棄物処理建屋の設置位置 
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2.2 構造概要 

復水貯蔵槽は，廃棄物処理建屋の T.M.S.L.＊-1.1m～T.M.S.L.16.1m に位置し，鉄筋

コンクリ－ト造により主要構造体を構成する。復水貯蔵槽底面及び壁面はステンレ

ス鋼でライニングされており（以下「鋼製ライナ」という。），鋼製ライナは

耐 漏 洩 機 能 を ， 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 部 分 は 支 持 機 能 を 有 す る 。 内 包 寸 法 は ，

11.85m（ NS 方向）×11.50m（ EW 方向）であり，廃棄物処理建屋と床スラブ及び

壁を介して接続している。復水貯蔵槽を構成する壁の厚さは 0.9m～ 1.6m，底面

スラブの厚さは 1.5m である。  

復水貯蔵槽を含む廃棄物処理建屋の概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び

図 2－3 に示す。 

 

注記＊：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 
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図 2－2 復水貯蔵槽を含む廃棄物処理建屋の概略平面図（B2F，T.M.S.L.-1.1m） 
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2.3 評価方針 

復水貯蔵槽は，設計基準対象施設においては「Ｂクラスの施設」に，重大事故等対

処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」に分

類される。 

復水貯蔵槽の重大事故等対処施設の評価においては，基準地震動Ｓｓによる地震力

（以下「Ｓｓ地震時」という。）に対する評価を行うこととし，評価はⅤ-2-2-11「廃

棄物処理建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。復水貯蔵槽の評価は，

Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，応力解析による評価において断面の評価

を行うことで，復水貯蔵槽の地震時の構造強度の確認を行う。評価にあたっては，Ⅴ

-2-2-11「廃棄物処理建屋の地震応答計算書」による材料物性の不確かさを考慮する。

表 2－1 に材料物性の不確かさを考慮する解析ケースを示す。なお，復水貯蔵槽の地震

時の構造強度の確認には，地震応答解析による評価においてせん断ひずみ及び保有水

平耐力の評価が必要であるが，復水貯蔵槽が廃棄物処理建屋の一部であることを踏ま

え，復水貯蔵槽を含む廃棄物処理建屋全体としての評価結果をⅤ-2-2-12「廃棄物処

理建屋の耐震性についての計算書」に示すこととする。 

なお，復水貯蔵槽の「Ｂクラスの施設」としての分類に応じた静的地震力に対する

評価については，平成 4 年 10 月 13 日付け 4 資庁第 8732 号にて認可された工事計画の

添付資料「Ⅳ-2-2-2 廃棄物処理建屋の耐震性についての計算書」（以下「既工認」

という。）による。 

図 2－4 に復水貯蔵槽の評価フローを示す。 

 

表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤剛性 備考 

①ケース 1 

（工認モデル） 

実強度 

（43.1N/mm2） 
標準地盤 基本ケース 

②ケース 2 

（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 

実強度＋σ 

（46.0N/mm2） 

標準地盤＋σ 

（新期砂層＋13%, 

古安田層＋25%, 

西山層＋10%） 

 

③ケース 3 

（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 

実強度－σ 

（40.2N/mm2） 

標準地盤－σ 

（新期砂層－13%, 

古安田層－25%, 

西山層－10%） 

 

④ケース 4 

（建屋剛性コア平均） 

実強度 

（コア平均） 

（55.7N/mm2） 

標準地盤 

 

⑤ケース 5 

（建屋剛性－2σ） 

実強度－2σ 

（37.2N/mm2） 
標準地盤 
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図 2－4 復水貯蔵槽の評価フロー 

 

  

評価開始 

基本方針 

応力解析による評価＊ 

断面の評価 

○構造強度の確認 

評価終了 

注記＊：Ⅴ-2-2-11「廃棄物処理建屋の地震応答計算書」の 

    結果を踏まえた評価を行う。 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・ 建築基準法・同施行令 

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999改定） 

・ 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説  （（社）日本建築学会，

2005制定）（以下「RC-N規準」という。） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1987」という。） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 
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3. 応力解析による評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

復水貯蔵槽の応力解析による評価対象部位は，復水貯蔵槽を構成する壁及び底面ス

ラブとし，Ｓｓ地震時に対して以下の方針に基づき評価を行う。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解析によることと

し，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「RC-N 規準」に基づ

き設定した許容限界を超えないことを確認する。 

3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解析にあたっては，Ⅴ-2-2-11「廃棄物処理建屋

の地震応答計算書」及び既工認による荷重を用いて，荷重の組合せを行う。また，断

面の評価については，材料物性の不確かさを考慮する。図 3－1 に応力解析による評価

フローを示す。 

 

 

図 3－1 応力解析による評価フロー 

 

 

 

評価開始  

鉛直荷重  地震荷重 ＊  

（動水圧荷重を含む）  
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応力解析  

断面の評価  

評価終了  

Ⅴ -2-2-11 

「廃棄物処理建屋の地震応答計算書」  

注記＊：材料物性の不確かさ  

    を考慮する。  

解析モデル及び諸元の設定 

静水圧荷重  
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

 

3.2.1 荷重 

(1) 鉛直荷重（ＶＬ） 

鉛直荷重として，固定荷重，機器荷重，配管荷重，積載荷重及び積雪荷重を，

既工認に基づき考慮する。なお，積雪量は 170cm とし，地震荷重と組み合わせる

ため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。 

(2) 地震荷重 

a. Ｓｓ地震荷重（Ｓｓ） 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算

定される動的地震力及び鉛直震度より設定する。地震荷重を表 3－1 及び表 3－

2 に示す。また，地震応答解析モデルを図 3－2 に示す。 
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表 3－1 水平地震荷重 

（a） NS 方向（最大応答せん断力）  （b） EW 方向（最大応答せん断力） 

部材 

番号 
（×103kN） 

1 81.6  

2 30.6  

3 116    

4 118    

5 56.0  

6 254    

7 372    

8 490    

9 617    

 注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した値を示す。 

 

（c） NS 方向（最大応答曲げモーメント） （d） EW 方向（最大応答曲げモーメント） 

部材 

番号 
（×105kN･m） 

1 
5.13 

6.34 

2 
1.97 

4.70 

3 
10.4  

12.1  

4 
17.7  

22.8  

5 
6.22 

11.1  

6 
34.6  

52.1  

7 
56.3  

73.6  

8 
77.3  

110    

9 
111    

140    

 注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した値を示す。 

 

表 3－2 鉛直地震荷重 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

-1.1～16.1 0.97 

注：復水貯蔵槽が位置する T.M.S.L.-1.1～T.M.S.L.16.1 における鉛直震度の値は部材 

  番号 8～6 の最大値を採用しており，この値は材料物性の不確かさを考慮した値で 

ある。  

部材 

番号 
（×103kN） 

1 84.6  

2 6.19 

3 109    

4 122    

5 26.5  

6 266    

7 424    

8 592    

9 778    

部材 

番号 
（×105kN･m） 

1 
5.98 

7.16 

2 
6.16 

6.21 

3 
7.67 

10.3  

4 
11.5  

18.4  

5 
6.43 

6.53 

6 
41.1  

58.0  

7 
67.0  

85.0  

8 
93.7  

129    

9 
137    

169    
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NS 方向 

 

 

EW 方向 

図 3－2 地震応答解析モデル（水平方向） 
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b. 動水圧荷重（Ｈｄ） 

動水圧荷重は，「ＪＥＡＧ４６０１ -1987」における Housner 理論に基

づき，Ⅴ -2-2-11「廃棄物処理建屋の地震応答計算書」に示す基準地震動

Ｓｓによる地震応答解析結果から衝撃圧及び揺動圧を算定する。動水圧

荷重を図 3－ 3 に示す。  

 

  
側面 底面スラブ 

NS 方向 

図 3－3  動水圧荷重（1/2） 
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側面 底面スラブ 

EW 方向 

図 3－3 動水圧荷重（2/2） 
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(3) 静水圧荷重（Ｈｓ） 

静水圧荷重について，水位は T.M.S.L.15.2m とし，図 3－4 のとおり設定する。

底面スラブには T.M.S.L.-1.1m における静水圧荷重 176kN/m2 を鉛直下方向に設定

する。 

 

 

図 3－ 4 静水圧荷重  
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3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 ＶＬ＋Ｓｓ＋Ｈｓ＋Ｈｄ 

ＶＬ：鉛直荷重 

Ｓｓ：Ｓｓ地震荷重 

Ｈｓ：静水圧荷重 

Ｈｄ：動水圧荷重 
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3.3 許容限界  

応力解析による評価における復水貯蔵槽の許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に記載の構造強度上の制限の方針に基づき，表 3－ 4 のとおり設定する。  

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 3－ 5 及び表 3－ 6 に示す。  

 

表 3－ 4 応力解析による評価における許容限界  

  （重大事故等対処施設としての評価）  

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

壁及び 

底面スラブ 

部材に生じる応

力が構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

「RC-N 規準」 

における 

短期許容応力度＊ 

注記＊：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することとし，

さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

 

表 3－5 コンクリートの許容応力度 

                      （単位：N/mm2） 

設計基準強度 

Ｆｃ 
圧縮 せん断 

32.3 21.5 1.21 

 

表 3－6 鉄筋の許容応力度 

                      （単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 面外せん断補強 

SD35 

（SD345 相当） 
345 345 
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3.4 解析モデル及び諸元 

3.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解析とする。解析には，解析

コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。解析コードの検証及び妥当性確認

等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

解析モデルは，復水貯蔵槽の周辺構造の剛性を考慮するために，廃棄物処理建

屋全体をモデル化する。解析モデルを図 3－5 に示す。 

 

(2) 使用要素 

復水貯蔵槽を構成する壁及び底面スラブを含む建屋の壁及びスラブについては

シェル要素とし，柱及びはりははり要素とする。解析モデルの節点数は 15483，

要素数は 22215 である。 

 

(3) 境界条件 

復水貯蔵槽を内包する廃棄物処理建屋の基礎スラブ底面に，Ⅴ-2-2-11「廃棄

物処理建屋の地震応答計算書」に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直

方向のばねを設ける。水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのスウェ

イばねを，鉛直方向のばねについては，地震応答解析モデルのロッキングばねを

基に設定を行う。 

 

 

  



 

19 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-
5-
5-
1-
2 
R1
 

 

（単位：m） 

（a）廃棄物処理建屋の全体鳥瞰図 

 

図 3－5 解析モデル（1/2） 
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(ｂ) 廃棄物処理建屋の断面鳥瞰図 

 

 

 

(c) 復水貯蔵槽部分の鳥瞰図 

 

図 3－5 解析モデル（2/2）  
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3.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 3－7 及び表 3－8 に示す。 

 

表 3－7 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 

（N/mm2） 
2.88×104 ＊ 

ポアソン比 0.2 

注記＊：剛性はコンクリートの実強度（43.1N/mm2）に基づく。 

 

表 3－8 鉄筋の物性値 

諸元 物性値 

鋼材種 SD35（SD345 相当） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
2.05×105  
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3.5 評価方法 

3.5.1 応力解析方法 

復水貯蔵槽について，Ｓｓ地震時に対して 3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力

解析を実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

Ｓｓ地震時の応力は，次の荷重ケースによる応力を組み合わせて求める。 

 

ＶＬ ：鉛直荷重 

ＳｓＳＮ ：水平地震荷重（S→N 方向） 

ＳｓＮＳ ：水平地震荷重（N→S 方向） 

ＳｓＷＥ ：水平地震荷重（W→E 方向） 

ＳｓＥＷ ：水平地震荷重（E→W 方向） 

Ｋｖ ：鉛直震度 

ＨｓＳＬ ：静水圧荷重（スラブ） 

ＨｓＷＡ ：静水圧荷重（壁） 

ＨｄＳＮ ：動水圧荷重（S→N 方向） 

ＨｄＮＳ ：動水圧荷重（N→S 方向） 

ＨｄＷＥ ：動水圧荷重（W→E 方向） 

ＨｄＥＷ ：動水圧荷重（E→W 方向） 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 3－9 に示す。 

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 Ｊ

ＥＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合

せ係数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。なお，誘発上下動を考慮しない組

合せ係数法が保守的な評価となることを確認しているため，復水貯蔵槽の

応力解析においては，誘発上下動を考慮しないこととした。  

 

表 3－9 荷重の組合せケース 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1 

1.0：0.4 

下向き 
(1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ  

＋(1.0＋0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＳＮ 

2 上向き 
(1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ  

＋(1.0－0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＳＮ 

3 下向き 
(1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ  

＋(1.0＋0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＮＳ 

4 上向き 
(1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ  

＋(1.0－0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＮＳ 

5 下向き 
(1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ  

＋(1.0＋0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＷＥ 

6 上向き 
(1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ  

＋(1.0－0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＷＥ 

7 下向き 
(1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ  

＋(1.0＋0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＥＷ 

8 上向き 
(1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ  

＋(1.0－0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＥＷ 

9 

0.4：1.0 

下向き 
(1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ  

＋(1.0＋Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＳＮ 

10 上向き 
(1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ  

＋(1.0－Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＳＮ 

11 下向き 
(1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ  

＋(1.0＋Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＮＳ 

12 上向き 
(1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ  

＋(1.0－Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＮＳ 

13 下向き 
(1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ  

＋(1.0＋Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＷＥ 

14 上向き 
(1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ  

＋(1.0－Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＷＥ 

15 下向き 
(1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ  

＋(1.0＋Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＥＷ 

16 上向き 
(1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ  

＋(1.0－Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＥＷ 
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(3) 荷重の入力方法 

a. Ｓｓ地震荷重 

水平地震力については，各階のせん断力及び曲げモーメントを各床レベルに

面荷重又は節点荷重として入力する。 

鉛直地震力については，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析により求まる

最大応答軸力から地震時の鉛直震度を求め，FEM モデルの常時の鉛直荷重及び

復水貯蔵槽の底面スラブに作用する静水圧荷重に荷重係数として乗じる。なお，

常時の鉛直荷重は単位体積重量，面荷重として入力する。 

 

b. 静水圧荷重及び動水圧荷重 

図 3－3 及び図 3－4 に示す静水圧荷重及び動水圧荷重を，壁及び底面スラブ

に面荷重として入力する。 

 

c. Ｓｓ地震荷重，静水圧荷重及び動水圧荷重以外の荷重 

Ｓｓ地震荷重，静水圧荷重及び動水圧荷重以外の荷重については，FEM モデ

ルの各節点又は各要素に，節点荷重又は面荷重として入力する。 
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3.5.2 断面の評価方法 

(1) 軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する断面の評価方法 

各断面は，鉄筋コンクリート造長方形仮想柱として評価し，評価対象部位に生

じる軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋量と，面内せん断力による必要鉄筋

量の和が設計配筋量を超えないことを確認する。必要鉄筋量(Ａ)は，「RC-N 規準」

に基づき，各要素の縦方向と横方向の軸力及び曲げモーメントに対して必要とな

る片側鉄筋量(Ａｔ)を柱の許容応力度設計式を用いて算定し，これと面内せん断

力に対して必要となる全鉄筋量(Ａｓ)により，下式によって算定する。ただし，

面内せん断力に対しては，コンクリートの許容応力を超えなければ必要鉄筋量を

加算しない。 

 

Ａ＝Ａｔ＋Ａｓ／2 
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(2) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力

が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確認する。 

 

ＱＡ＝ｂ･ｊ･｛α･ｆｓ＋0.5･ｗｆｔ･（ｐｗ－0.002）｝ 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 3－5 に示す値 

（N/mm2） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸力が

2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

α＝
4

Ｍ/(Ｑ･ｄ)＋1
 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 3－6 に示す値 

（N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐｗ＝
ａ

ｗ

ｂ・ｘ
 

ａｗ ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 
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4. 応力解析による評価結果 

復水貯蔵槽の配筋一覧を表 4－1～表 4－3 に，配筋領域図を図 4－1～図 4－5 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素を，以下のとおり選定する。 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する評価並びに面外せん断力に対する評

価については，発生値に対する許容限界の割合が最小となる要素をそれぞれ選定する。 

評価結果を表 4－4 に，最大値発生位置を図 4－6～図 4－8 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋量と面内せん断力によ

る必要鉄筋量の和が設計配筋量を超えないこと並びに面外せん断力が許容限界を超えな

いことを確認した。 
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表 4－1 復水貯蔵槽の配筋（壁） 

部位 通り芯 
レベル 

T.M.S.L.(m) 

板厚 

(m) 

配筋 断面積 

(mm2/m) 1 段目 2 段目 

領域 A 
RwF 通り壁 

RwG 通り壁 

Rw2 通り壁 

Rw6 通り壁 

12.3～16.1 0.90 D29@200 D29@200 6420 

領域 B 6.5～12.3 1.20 D32@200 D32@200 7940 

領域 C -1.1～6.5 1.35 D35@200 D35@200 9570 

領域 D Rw4 通り壁 -1.1～16.1 1.60 D38@200 D38@200 11400 

注：配筋は縦筋，横筋，内側，外側とも。 
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図 4－1 復水貯蔵槽の配筋領域図（RwF 通り壁，RwG 通り壁） 

 

 

  

 

図 4－2 復水貯蔵槽の配筋領域図（Rw2 通り壁，Rw6 通り壁） 
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図 4－3 復水貯蔵槽の配筋領域図（Rw4 通り壁） 
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表 4－2 復水貯蔵槽の配筋（底面スラブ，主筋） 

部位 
板厚 

(m) 

配筋 断面積 

(mm2/m) 1 段目 2 段目 

領域 E 1.50 D35@200 D35@200 9570 

注：配筋は上ば筋，下ば筋，NS 方向，EW 方向とも。 

 

 

  

 

（単位：m）      

図 4－4 復水貯蔵槽の配筋領域図（底面スラブ，主筋） 
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表 4－3 復水貯蔵槽の配筋（底面スラブ，せん断補強筋） 

部位 鉄筋 ピッチ 
断面積 

(mm2/m) 

領域 F D19 @200×@400 3588 

 

 

 

 

 

（単位：m）      

図 4－5 復水貯蔵槽の配筋領域図（底面スラブ，せん断補強筋） 
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表 4－4 評価結果 

項目 方向 
評価 

項目 

要素 

番号 

組合せ 

ケース 

解析 

結果 

許容 

限界 

軸力 
＋ 

曲げモーメント 
＋ 

面内せん断力 

壁 

縦 

必要鉄筋量 

（mm2/m） 

22759 2 8527 9570 

横 22822 2 9208 9570 

底面 

スラブ 

NS 10734 1 4452 9570 

EW 10803 5 5483 9570 

面外せん断力 

(kN/m) 

壁 

縦 

面外せん断力 

(kN/m) 

22483 7 588 1665 

横 22468 7 1177 2305 

底面 

スラブ 

NS 10710 1 1371 2881 

EW 10638 7 1143 2881 
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図 4－6 最大値発生位置（ RwF 通り壁） 

 

  

 

図 4－7 最大値発生位置（RwG 通り壁） 

Rw2 Rw3 Rw4

T.M.S.L.-1.1
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T.M.S.L.12.3

T.M.S.L.16.1

6.5

13.5

7.0

Rw2 Rw3 Rw4

T.M.S.L.-1.1

T.M.S.L.6.5 

T.M.S.L.12.3

T.M.S.L.16.1

6.5

13.5

7.0

要素番号：22483 

要素番号：22468 

要素番号：22822 

要素番号：22759 

（単位：m） 

（単位：m） 
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図 4－8 最大値発生位置（底面スラブ） 
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要素番号：10803 

要素番号：10638 

要素番号：10710 
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Ⅴ-2-5-5-1-3　管の耐震性についての計算書
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以

　　下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価

　　結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を

　　4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。

1

K
7
 
①
 
Ⅴ

-
2
-
5
-
5
-
1
-
3
(
重

)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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補給水系概略系統図

復水貯蔵槽

廃棄物

処理建屋

連絡トレンチ

原子炉建屋

廃棄物処理建屋タービン

建屋

復水

移送ポンプ

（Ｃ）（Ｂ）（Ａ）

M
U
W
C
-
W
-
1

M
U
W
C
-
W
-
1

MUWC-W-1

注記＊：低圧代替注水系，格納容器

        下部注水系及び代替循環冷

        却系　解析モデル上本系統

        に含める。

低
圧

代
替
注

水
系

へ

＊

＊
連絡トレンチ廃棄物処理建屋

3
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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鳥瞰図 MUWC-W-1(1/3)
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1



1



3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備

分類
*2

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*3 許容応力

状態
*4

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
低圧代替注水系 ＳＡ 常設／緩和

重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
代替格納容器

スプレイ冷却系
ＳＡ

常設耐震／防止
常設／緩和

ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ

原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
代替循環
冷却系

ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ

原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
格納容器

下部注水系
ＳＡ 常設／緩和

重大事故等
クラス２管

―

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心冷却
設備その他原子炉

注水設備
低圧代替注水系 ＳＡ

常設耐震／防止
常設／緩和

重大事故等
クラス２管
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　 鳥瞰図　MUWC-W-1

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

    3～10,11～16

   17～24,26～66

   67～72,73～80

   29～87,88～93

   94～101

   25～39,39～1371

 1372～141,1411～150A

  3  1371～1372,141～1411 1.70  85  267.4   9.3 STPT410 ― 201667

STPG370 ― 201667

  2 1.70  85  267.4   9.3 STPG370 ― 201667

  1 1.70  85  165.2   7.1

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
0
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　MUWC-W-1

質量 対応する評価点

       3～10,11～16,17～19S,20S～24,26～63S

  64S～66,67～72,73～80,29～84S,85S～87

   88～93,94～101

     25～39,39～107S

    108S～122S
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　MUWC-W-1

質量 対応する評価点

      1N,82N,103N
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　MUWC-W-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

10～11   16～17   

66～67   72～73   

87～88   93～94   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　MUWC-W-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   10～11,72～73    93～94

   16～17,66～67    87～88
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MUWC-W-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1N             

     900   

      15   

    1500   

    1801   

      23   

      31     

    3201   

     360     

     670   

      68   

     730   

     82N             

     880   

      89   

     940   

    103N             

    1101   

     116     

     121     

    1251   

     130     

     132     

    1351     

     136     

     143   

     143   

    150A             

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPG370  85 ― 177 349 ―

STPT410  85 ― 224 406 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

MUWC-W-1 廃棄物処理建屋  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　MUWC-W-1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 14 次

 15 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

1
8
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　MUWC-W-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 14 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

1
9
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＭＵＷＣ－Ｗ－１

代表的振動モード図 (1次)
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鳥瞰図 ＭＵＷＣ－Ｗ－１

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＭＵＷＣ－Ｗ－１

代表的振動モード図 (3次)
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 4.2  評価結果

　  4.2.1　管の応力評価結果

　　 　　　下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

MUWC-W-1 ⅤＡＳ  105 Ｓprm（Ｓｓ） 98 314 ― ― ―

MUWC-W-1 ⅤＡＳ  139 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 332 354 ―

 

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

K7 ① Ⅴ-2-5-5-1-3(重) R1
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

SNM-MUWC-W094 メカニカルスナッバ SMS-10B-100 11 150

RO-MUWC-R201-2 ロッドレストレイント RTS3 24 54

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-MUWC-R508 アンカ ラグ
SGV410
STKR400

100 43 28 24 24 33 19 曲げ 54 112

RE-MUWC-C001 レストレイント 架構 STKR400 66 88 27 0 ― ― ― 曲げ 85 124

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

種類 型式
温度
(℃)

材質 計算
荷重
(kN)

許容
荷重
(kN)

評価結果

Ⅴ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照

支持構造物
番号

反力 (kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度
(℃)

モーメント (kN･m)

2
5
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)

2
6
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管）

1 MUWC-W-1 105 98 314 3.20 ○ 139 332 354 1.06 ○ ― ― ―

代
表

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度

2
7
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